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1 ■ 概要

(1)構造変更に至った経緯
(2)審査の流れ
(3)審査会合コメント

令99ル,~ 3
 



1 ■ 概要

(1)構造変更に至った経緯

► 東海第二発電所の防潮堤のうち防潮堤（鋼製防護壁）は，敷地
の東側の東海港に面した位置に設置する。既工認では，既設構
造物の南北に2つの地中連続壁基礎を岩盤に設置し，その上部
に既設構造物を跨ぐように鋼製防護壁を設置する計画としてい
た。

► その施工は，地中連続壁を地中に構築した後，同地中連続壁を
土留めとして中実部を掘削し，中実鉄筋コンクリートを地中連
続壁と一体化させながら構築する計画としていた。

► 地中連続壁の不具合事象は，地中連続壁の施工中及び中実側の
掘削中において確認したものである。

80.6m 頂版鉄筋コンクリート
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防潮堤

ー ：鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁
ー ：鉄筋コンクリート防潮壁
一 ：鋼製防護壁

既設穣造拐
--;--→-- -

東海第二発電所防潮堤設置計画図

【確認した不具合事象】

Agl 

Km Km 

※鉄筋の変形，脱落，欠損

・中実側の掘削を実施したところ，地中連続壁の中実側
の壁面の一部において， コンクリート未充填及び鉄筋
の変形等財を確認した。また，その後の調査で地中連続
壁の地山側においてもコンクリート未充填を確認した。

・地中連続壁の施工中，北基礎の地中連続壁の南西側角
部において， 鉄筋かごが計画深度まで建込みできない
事象（高止まり事象） が発生した。

防潮堤（鋼製防護壁，既工認）
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1 ■ 概要

(1)構造変更に至った経緯
審査会合（第1329回）資料
を一部変更

► 防潮堤（鋼製防護壁）の基礎は，地中連続壁部と中実鉄筋コンクリートを一体化して構築する計画であったが，先
行して設置した地中連続壁部にコンクリートの未充填や鉄筋の変形等の不具合を確認した。当該不具合の状況につ
いて調査を実施したが，その全容を把握することができなかったことから，不具合が生じた地中連続壁部について
は，残置するものの基礎として使用しない設計に変更した（審査会合（第1259回，第1280回））。

► 地中連続壁部を基礎として使用しない設計とすることにより，防潮堤基礎の剛性・耐力が確保できないため，その
対策として「追加基礎（鋼管杭）」及び「周辺地盤の地盤改良」を取り入れた構造に変更し，支配的な津波荷重に
対して抵抗を期待する構造とした（審査会合（第1309回））。

当初設計

地中連続壁部

地中連続壁部を基礎として
使用しない設計

耐力： 小
変形： 大
r-----―’ 

→i戸月l
-------J  

追加基礎（鋼管杭）
鋼管杭を追加し，基
礎幅を拡大すること
で剛性・耐力を高め，
外力に対する抵抗を
強化する。

（イメージ図）

→東（海側）ー、

-----------------
周辺地盤の地盤改良
地盤改良体を設置
（考慮）し，基礎部
の変形を抑制し，外
力に対する抵抗を強
化する。
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周辺に地盤改良体を
設置する

（イメージ図） >-
疇改良
（セメノト系） I摯一

il皿•I」

中詰鉄筋
コンクリート

概念図（構造変更後）

注）審査会合（第1280回）において「中実鉄筋コンクリートの構造変更」も対策の候補として示したが，
超重皇の鋼材を地下深部へ運搬することが困難であること，厚手鉄板の現地溶接が困難であることから採用しないこととした。

ーノ

平面図（地盤改良範囲）
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1．概要 審査会合（第1376回）資料
(2)審査の流れ を一部変更

STEP3の審査会合においては，代表的な応力を用いた防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性について説明した。今回は
STEP4で説明する内容のうち「追加基礎・地盤改良による周辺施設への影響評価」及び「施工性・検査の確認結果」を
説明するとともに，これまで審査会合で受領したコメントについても当該説明の中で回答する。
審査会合（第1309回） 審査会合（第1329回） 審査会合（第1360回及び第1376回）

STEP 3 
●構造成立性
【耐震・耐津波評価】の結果
► 代表的な応力（断面力最大ケース）によ
る各部の照査

【影響評価】の結果
► 代表的な応力（断面力最大ケース）によ
る地中連続壁の残置影響評価

STEP・ 1 

●構造変更案
の概要

► 構造変更案の概
要（追加基礎・
地盤改良の追
加）

► 今後の説明の流
れ

STEP 2 
●基本方針の設定※1
【耐震・耐津波評価】の基本方針
► 要求性能と設計評価方針
► 検討モデル（鋼管杭，地盤改良，頂版鉄筋コンクリート，地盤バ
ネ，群杭の扱い等）

► 評価フロー，評価項目
► STEP3で示す耐震評価に係る構造成立性の評価方法

【影響評価】の基本方針
► 地中連続壁の残置影響に係る評価ロジック，評価条件，評価方針
及び保守性の整理

► 追加基礎・地盤改良による周辺施設への影響に係る評価項目，
評価方法，周辺施設の詳細情報

【施工性・検査】の基本方針
► 追加基礎・地盤改良の施工方法と設計への反映事項の整理
► 品質確保のための検査項目（品質管理目標）
► 地盤改良（薬液注入）の性能目標，物性値

●構造成立性の見通し
【耐津波評価】の結果※2
► 代表的な応力（断面力最大ケース）による各部の照査

----------------------------.. 
STEP 4 
●詳細検討結果
【耐震・耐津波評価】の結果

► 全解析ケースによる各部の照査

【影響評価】の結果
► 地中連続翠部の残置影響評価 今回説明
► 追加基礎・地盤改良による周辺施設への
影響評価

【施工性・検査】の確認結果
► 地盤改良物性値（ばらつき，液状化強
度）に係る試験確認

贔■----------------------------

※1 STEP2で設定した基本方針に基づき構造成立性の確認 (STEP2,3),詳細検討 (STEP4)を実施する。
※2 構造変更する基礎に対して，最も厳しい荷重条件である耐津波時（重畳時）を代表ケースとして見通しを確認する。
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1.概要

(3)審査会合コメント (1/2)

これまでの審査会合におけるコメントを以下に示す。

審査会合コメント整理表 (1/2)

審査会合 コメント 回答

① ●● 調基準査適結合果を性踏を判ま断えすた既る工た認めにと必の要相違な調点査を項網羅目的を網に羅整理的にし整て理説明し不す具る合こ事と象。の全容を示すこと。 回答済

第1240回 ② 
● 堅←工と認。に立ち返り，設計や工事等の各方面から課題を網羅的に整理した上で対応方法を示す 回答済・

③ ● 不確かさを考慮して設計すること（局部的に応力集中が起こる可能性も否定できない）。 回答済

④ ● 既工認と同様に，設計条件及び評価項目のすべてに対して説明する等検討すること。 回答済

第1259回 ⑤ ● 現応状方針の調を査整理結果しかて示らすは不こ具と合。の全容を確認したことにはならないため， 作り直しも含めて対 回答済

⑥ ● 鋼製防護壁全体としての構造と施工方法に成立性が見込まれる形で検討すること。 回答済

⑦ ● 地中連続壁を残置する影響については，想定される様々な角度から十分に検討すること。 回答済

＇ 今回回答

⑧ ● 地た盤，実改現良性新の規あ基る礎工追事加計等画をに綿つ密いてに立は案，周す辺る施こ設と。に与える影響を網羅的に検討すること。 ま
． 基工事本計方画針は雷1329回説明済
• は 1360回・第1376響回説結果明済は

第1280回 ・地盤改良等の周辺施設への影
i STEP4で説明

●, 悶盤驚員を畠舟閲施する雙襄には改良土譜が悶定の得麟晶ていることを闘］ るた
今回回答

・基本方針は第1329回説明済
⑨ の 管 ついて エ認で示す ，用前 で示す内容を るこ ・地盤改良 （ 薬薬説）液液明を注済注ST入入EP4） ） 試験施工の結果は第1360回
と。 ・地盤改良（ 配合試験の結果

（設計含む で説明

⑩ ． 旦>更： につい達てロ具ジし体たッ的資ク料なを評含を価整めの翠資料謳化］ た2ては，讐 可特能徴性や・弱基点準を適踏合ま性えをて的課確題にを審 回答済るベルに え る←と。

第1309回
に出してッ て ること。

⑪ ● 説明スケジュールを明確にすること。 回答済

⑫ ● 施工性について，施工管理が可能である旨も含めて具体的に説明すること。 回答済

令 ”“Z7 7
 



1.概要

(3)審査会合コメント (2/2)

審査会合コメント整理表 (2/2)
審査会合 コメント 回答

＇ 

• 高る強か度鉄つのそい弾筋のてい根性，てSD網拠説ひ68羅明ず5の（実的すみ適験がにる用整論大'---性理文きとに等0くしつてな）まい説やたるて明たf す実高めコ験る強，ン等度こそク鉄とのにリ。筋影よー響はりト検ヤに標討つン準すいグ示係てる方数もこ書が説と等が変明に望わす基まるらづずとしいそいとて。のも適強」1;:用度,と範のが;:_囲記高れで載くらあなのに対るとするし互かい
＇ 

⑬ 

聾贔
ること応り （第回13答7済6回）

つ 。 設計への影
＇ 

⑭ ● 設計ビ上デのポイ紬と盈る閉盤バ含については，地盤バネの設定が適切であると判断するために必要な （第回13答7済6回）エ ンスを に明るこ。
I 

I 

＇ 

⑮ （第回13答7済6回）

第1360回 I 
： 

＇ 
I 

＇ 

I 

＇ を―
＇ 長。

（第回13答7済6回）⑯ 

鱈
⑰ ． 鶉禄夏の嚢胃かさの胃霜整出門L.れについて， と不確をホ2‘すさの9。因の抽出に至る検討プロセスを詳細に示し， 今回回答

のが網羅 ているこ こ

第1376回
● 標地盤本数改の良妥薬液当性注入なのど，品材質料管試理験にやつ品い質て検査材の料方試法験にのつ規い格て，，供詳試細体にの説作明成す方る法こ，と管。理値の設定における⑱ 今回回答

令 げ，，，，z 8
 



2.周辺施設・設備への影響評価
(1)影響検討の基本方針（審査会合コメント⑧回答）
(2)影響評価（審査会合コメント⑧回答）
①影響評価対象（施設・設備）の選定
②影響評価断面の選定
③地震動・地盤ケースの選定
④影響評価の実施内容
⑤影響評価の結果

令”“,~
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2.周辺施設・設備への影響評価

審査会合コメント⑧と回答概要

審査会合 コメント 回答

第1280回 ⑧ 
●地盤改良新規基礎追加等については，周辺施設に与える影響を網羅的に検討すること。

今回回答
また，実現性のある工事計画を綿密に立案すること。

， 

- -...、- --- --・- --.・ 

回答概要

No 
,---

回答概要

防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴い，追加基礎（鋼管杭）と周辺地盤の地盤改良を取り入れることとした。
このうち，追加基礎（鋼管杭）については，設置範囲が限定的であり，周辺地盤に対し剛性が小さい等の理由から
周辺施設に与える影響はないと判断し，広範囲に実施される地盤改良について，周辺施設に与える影響を網羅的に
検討した。
検討にあたっては，周辺施設との位置関係から影響評価の対象となる施設・設備を選定の上，耐震性への影響を
確認した。施設・設備の評価結果は以下のとおり。
また，工事計画の実現性，管理方法については，本資料の「3.施工計画及び品質管理方法」で説明する。

【施設】
⑧ I 各施設において，追加地盤改良体を反映したモデルにより算出した照査値等を既工認時の結果と比較したところ，
増減はあるものの，大きな差異が見られなかった。また，上記の照査値等を用いて算出した比率を既工認時の最大
照査値に乗じることで，追加地盤改良体による影響評価を実施したところ許容限界を満足することから，構造変更
に伴う地盤改良体がその周辺施設の耐震評価に影響を与えないことを確認した。

【設備】
各設備が設置されている断面において，追加地盤改良体を反映したモデルにより算出した最大応答加速度及び床
応答曲線を既工認時の結果と比較したところ，増減はあるものの，既工認時の耐震評価に適用している設備評価用
最大応答加速度及び床応答曲線に対して下回っていることから，構造変更に伴う地盤改良体がその周辺設備の耐震
評価に影響を与えないことを確認した。

令 9'“ 10 



2.周辺施設・設備への影響評価

(1)影響検討の基本方針

防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴い周辺地盤に地盤改良を実施する計画であり，本地盤改良体の改良範囲は，
防潮堤（鋼製防護壁）の近傍に位置する複数の施設・設備の周辺地盤に及んでいる。

周辺地盤の地盤改良により，施設・設備への地震時加速度や変位等が変化すると考えられる。また，既設の鋼管杭
等の地中構造物に対し地盤改良体と原地盤の剛性差が与える影響等がある。そのため，地盤改良による施設・設備の
耐震評価への影響について確認する。

影響評価検討に係る概要

①影響評価対象（施設・設備）の選定
・追加地盤改良範囲と周辺施設・設備との位置関係を整
理し，影響評価の対象となる施設・設備を選定する。

②影響評価断面の選定
・影響評価の対象とする施設・設備について，地盤改良
体（既実施地盤改良体を含む）の影響を評価する断面
を選定する。

③地震動・地盤ケースの選定
．既エ認で用いた地震動と地盤ケースの組合せに対して，
地盤改良体の種類を考慮した上で，評価に用いる地震
動・地盤ケースを選定する。

④影響評価
・地盤改良を反映した解析モデルを用いて，既エ認時と
同じ解析手法で地震応答解析を行い，影響を評価する。
・許容限界を満足しない場合には追加検討を行い，設計
変更が必要になる場合には，以降の評価は本影響評価
の範疇外となる。

全”“,~

評価の流れ

START 

①影響評価対象（施設・設備）の選定

②影響評価断面の選定

③地震動・地盤ケースの選定

1 1 



2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ①影響評価対象（施設・設備）の選定

地盤改良範囲と周辺の耐震上重要な施設・設備との位置関係を整理し，影響評価の対象となる施設・設備を選定す
る。選定した施設・設備は，以下のとおりである。

No. 

1 

影響評価対象となる「施設」

【DB:Cクラス (Ss※1)】
【SA：重要SA設備※2】

• 取水構造物

影響評価対象となる「設備」

【DB:Sクラス】 【SA：重要SA設備※2】

・ 非常用ディ＿ゼル発電機用海水ポンプ，
ストレーナ及び配管
・ 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用
海水ポンプ，ストレーナ及び配管
・残留熱除去系海水系ポンプ，ストレーナ
及び配管

2
 

【DB:Sクラス】

• 取水ピット空気抜き配管逆止弁
• 海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁
• 取水路点検用開口部浸水防止蓋
・潮位計
• 取水ピット水位計

【DB:Sクラス】 【DB:Sクラス】

・ 防潮堤（鉄筋コンクリート I[D. 防潮扉
防潮壁）

【DB:Cクラス (Ss※1)】

・ 出口側集水枡

【DB:Sクラス】

・構内排水路逆流防止設備

3
 

【DB:Cクラス (Ss※1)】

・屋外二重管
【DB:Sクラス】 【SA：重要SA設備※2】

・ 非常用ディ＿ゼル発電機用海水系配管
・ 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用
海水配管
・残留熱除去系海水系配管

仁ニコ 既実施地盤改良体
（セメント改良）

追加地盤改良体
（セメント改良）

〇 鋼管杭(¢1500) 

凡例

仁ニコ 既実施地盤改良体
（薬液注入）

亡ニコ 追加地盤改良体
（薬液注入）

吻 巻立て鉄筋コンクリート

4
 

一

【DB:Sクラス】

・貯留堰

【DB:Cクラス (Ss※1)】

・ 貯留堰取付護岸
・土留鋼管矢板

※1 ：屋外重要土木構造物， Sクラスの間接支持構造物等で基準地震動Ss
での機能維持が必要な設計基準対象施設

※2 ：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備が設置される
基準地震動Ssでの機能維持が必要な重大事故等対処施設

＜コU二＞”，，，，..-‘” 本資料中の［コば商業秘密又は防護上の観点で公開できません12



2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ②影響評価断面の選定 (1/ 4) 

影響評価の対象となる施設・設備について，既エ認時における耐震評価断面のう
ち，地盤改良の影響を受ける評価断面を選定する。選定結果を以下に示す。

1) 取水構造物

評価断面※1 選定 ！ 
評価断面の選定理由

結果 ， 

①一①断面（取水ピット＿NS断面）

゜
地盤改良体が評価断面に追加となるため，
影響評価の対象とする。

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．， ................... .. ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

④一④断面（取水路＿NS断面）

゜
地盤改良体が評価断面に追加となるため
影響評価の対象とする。

... . ...... 壽 • •... . ..................... . ... . ...... . ...........貫 疇 ．． ．． ．． ． ．．．•・ ・ ・ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ ............................................................................................鵬．．．．．．．

⑥一⑥断面 (EW断面）
評価断面に追加の地盤改良体が無いため，
影響評価の対象としない。

【凡例】 E二二］ ：既実施地盤改良体（セメント改良）
ー ：追加地盤改良体（セメント改良）
l l ：既実施地盤改良体（薬液注入）
「ここーーコ ：追加地盤改良体（薬液注入）

※1取水構造物は，既工認時において，内空寸法や荷重条件等の観点により評価対象断面を選定している。追加地盤改良体を考慮しても，
その選定条件に影響がないため，既工認時と同様，①一①断面，④ー④断面，⑥一⑥断面を評価対象断面とする。

（断面図（①一①断面） ※2)

令 げ，，，，z
（断面図（④一④断面） ※2) 

※2斜線部の地盤改良体については，
既工認時の耐震評価で反映済み
（その他の地盤改良体は未反映）

（断面図（⑥一⑥断面） ※2) 

本資料中の［コは，商業秘密又は防護上の観点で公開できません。 13 



2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ②影響評価断面の選定 (2/4)

2) 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁），出口側集水枡

【凡例】 E二二］ ：既実施地盤改良体（セメント改良）
：追加地盤改良体（セメント改良）

l l ：既実施地盤改良体（薬液注入）
E・ コ：追加地盤改良体（薬液注入）

評価断面
定

果
選

結

①一①断面（汀線方向）

②ー②断面（汀線直交方向）

③一③断面（汀線方向）

④一④断面（汀線直交方向）

゜
゜

評価断面の選定理由

地盤改良体が評価断面に追加となるため，
影響評価の対象とする。

•••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 

地盤改良体が評価断面に追加となるため，
影響評価の対象とする。

··································································································•····················...................................................................................................... 

゜
゜

地盤改良体が評価断面に追加となるため，
影響評価の対象とする。
................................................................................................ 

地盤改良体が評価断面に追加となるため，
影響評価の対象とする。

追加地盤改良体（セメン

炉＇勺r. I’. (nJ T. 1'. (a) 

□—、 ；二ご ー1 s g,-1下二」：：
20.0 が1,0

30.0 

ー1勾．o

（断面図（①一①断面） ※1)

I 

T.I'. (•\ 
20.0 

0. 0 

10.0 

20,0 

30. 0 

,o.o 

--50.0 

-70.0 

1()/1.o 

-110.0 

120.0 

（断面図（②一②断面）※1,2) 

※1全ての地盤改良体は既工認時の耐震評価で未反映
※2 ②ー②断面及び③ー③断面については，設計における保守的な配慮として，
防潮堤の隣接区画はモデル化していない。

「
T. I>. Io,) 
20.o 

0. 0 

,o.o 

函弓足入）

＇ T. I'. <•l 

令”“,~ 本資料中の口は，商業秘密又は防護上の観点で公開できません。

・70, 0 

（断面図（③一③断面）※1,2) 

叩．o

r 
T. I'.(員）

20.c 

0,0 

-20., 

-30.0 

JU、0

50. C 

-GO. C 

-7 0. ! 

ー即．d

w 90,C 

l-100. 

110. l 

+::・:----
（断面図（④一④断面）※1) 14 



2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ②影響評価断面の選定 (3/4)

3) 屋外二重管

評価断面
選定
結果

A-A断面（管軸方向）

......................................................................... .................... 

B-B断面（管軸直交方向）

゜

可とう管

EL. (ml 

“' 

，原子炉建屋

---------;-,— ~-

K• k k 

k 

評価断面の選定理由

評価断面に追加の地盤改良体が無いため
影響評価の対象とならない。

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

地盤改良体が評価断面に追加となるため
影響評価の対象とする。

可とう管
EL. (m) EL (,-) 
.,,... 

h h 

【凡例】 仁二二］ ：既実施地盤改良体（セメント改良）
ー ：追加地盤改良体（セメント改良）
l l ：既実施地盤改良体（薬液注入）
E二コ ：追加地盤改良体（薬液注入）

EL. (JI) ... 

（断面図 (A-A断面） ※） （断面図 (B-B断面） ※）

※ 斜線部の地盤改良体については，既工認時の耐震評価で反映済み（その他の地盤改良体は未反映）

全 9,，，，，z 本資料中の［コは商業秘密又は防護上の観点で公開できません。 15 



2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ②影響評価断面の選定 (4/4)

4) 貯留堰，貯留堰取付護岸，土留鋼管矢板

評価断面

EW-1断面（汀線直交方向）

翌
口
＿

o

評価断面の選定理由

地盤改良体が評価断面に追加となるため，影響評
価の対象とする。

EW-2断面（汀線直交方向）

NS-1断面（汀線方向）

評価断面には追加の地盤改良体は含まれていない。

しかし，断面の北方向において薬液注入による地
盤改良範囲が拡大し，地盤状況に変化が生じてい

0 1る。このため，追加地盤改良体が既実施地盤改良
体と連続する地盤状況を踏まえ，既エ認時では考
慮していない既実施地盤改良体を解析モデルに反
映し，影響評価の対象とする。
.................................................................................................................... 

評価断面に追加の地盤改良体が無いため，影響評

価の対象とならない。

【凡例】 仁ニニコ ：既実施地盤改良体（セメント改良）
ー ：追加地盤改良体（セメント改良）

l l ：既実施地盤改良体（薬液注入）
r-―？  ：追加地盤改良体（薬液注入）

追加地盤改良体（セ~. ".!.ト改良）
胄

JO. 0 

0.0 

-10.0 

-20. 0 

-30. 0 

--10.0 

-50 0 

-60 0 | 
“' 

-iO 0 

ーXO0 

E 冑

T. P.（算 T.P（露）

10.0 10 0 

0.0 0.0 

-10. 0 -10 0 

-20. 0 -20. 0 

-30. 0 -30. 0 

-.10. o -~o. o 

-50. 0 -50. 0 

1<11 1-60. 0 -60 0 

-70. 0 -70 0 

-80. 0 -80. 0 

（断面図 (EW-1断面） ※）

h• 

（断面図 (EW-2断面） ※）

E s 

T. P. (11) T. I'. (11) 

10. 0 10.0 

0.0 0.0 

-10. 0 10. 0 

-20. 0 20. O 

-30.0 30. 0 

-50. 0 -50. 0 

-60. 0 -60. 0 

-70. 0 70. 0 

-RO. 0 ・80. 0 

T.I'. (~) 
l(). o 

0. 0 

10.0 

:!O. 0 

30. 0 

-10. 0 

h 切．o

M 

・70. 0 

-80. 0 

（断面図 (NS-1断面））

令 ’’“Z7

※斜線部の地盤改良体については，既工認時の耐震評価で反映済み（その他の地盤改良体は未反映）

本資料中の［こ］は，商業秘密又は防護上の観点で公開できません。 16 



2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ③地震動・地盤ケースの選定（施設）

I.施設評価における地震動・地盤ケース

既工認時に用いた地震動と地盤ケースの組合せに対して，地盤改良の種類を考慮した上で，
に用いる地震動・地盤ケースを設定する。

解析モデル

【施設側の評価条件】

地震動の選定

既工認時の耐震評価では，全ての基準地震動
を用いて標準的な地盤条件※1を対象とした地震
応答解析を実施している。これらの解析により
得られた施設各部材の照査値等を整理・比較し，
最大の照査値等を示す地震動を選定する。

※1原地盤に対して最も標準的な地盤物性を有し，地
震の応答特性を把握しやすい条件

►
 

地盤ケースの選定

既工認時の耐震評価では，地盤剛性と液状化
強度特性のばらつきを考慮した複数の地盤ケー
スが設定されている。この中で，先に選定した
地震動に対して最大照査値を示した地盤ケース
を選定する。
なお，地盤ケースの選定では，追加地盤改良
体の種類（薬液注入，セメント改良）を考慮す
る。

►
 

START 

I ------------------. ------------------------------------I 

：地 既工認時において標準的な地盤条件 I 

：震 を対象に実施した解析結果を比較し，
：動 最大照査値を示す地震動を選定 ： 

＇ -r--_ ―_ ―_ ―_ ―_ ―--_ ―--― 一一I - -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -

地
盤
ケ
ー
ス 既工認時の全ての地盤

ケースの中で最大照査値
が発生したケースを選定

------------------... -------- --- - -- --,_ ----- ---- - ---- -- -- - -・  

END 

Yes（薬液注入のみ）

既工認時の非液状化を除く※2

全ての地盤ケースの中で最大
照査値が発生したケースを選定

※2非液状化の地盤ケース
は薬液注入を考慮して
も既工認時と同じ評価結
果となるため実施不要

施設側の地震動・地盤ケース選定フロー

全”“,~ 17 



2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ③地震動・地盤ケースの選定（設備）

設備評価における地震動・地盤ケース

既工認時に用いた地震動と地盤ケースの組合せに対して，地盤改良の種類を考慮した上で，解析モデル
に用いる地震動・地盤ケースを設定する。

II. 

【設備側の評価条件】

► 地震動の選定

既工認時の耐震評価では，全ての基準地震動
を用いて標準的な地盤条件※1を対象とした地震
応答解析を実施している。これらの解析により
得られた設備評価に用いる応答加速度が最も大
きい地震動を選定する。

※1原地盤に対して最も標準的な地盤物性を有し，地
震の応答特性を把握しやすい条件

地盤ケースの選定

既工認時の耐震評価では，地盤剛性と液状化
強度特性のばらつきを考慮した複数の地盤ケー
スが設定されている。この中で，先に選定した
地震動に対して既工認時と同じ地盤ケースを選
定する。
なお，地盤ケースの選定では，追加地盤改良
体の種類（薬液注入，セメント改良）を考慮す
る。

►
 

START 

：地 既工認時において標準的な地盤条件
：震 を対象に実施した解析結果を比較し，
：動 最大応答加速度を示す地震動を選定

--------------'ー＇ー,---•- ---------_,_ --------------------_,_ ----
'- - - - - - - - - - - - - - - - - • - - - - - - - - - - - - - - I - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

地
盤
ケ
ー
ス

既工認時と同じ
地盤ケースを選定

Yes（薬液注入のみ）

既工認時の非液状化を除く※2

地盤ケースを選定

--------------・----... -----------------・-------... ------------' 

END 

※2非液状化の地盤ケース
は薬液注入を考慮して
も既工認時と同じ評価結
果となるため実施不要

設備側の地震動・地盤ケース選定フロー

全 99‘Z7 18 



2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ④影響評価の実施内容

影響評価は，地盤改良を反映した解析モデルを用いて，既工認時と同じ地震応答解析手法により実施する。具体的
には，以下に示すとおり地盤改良による「影響程度の確認」を実施し，必要に応じて「最大照査値等の確認」を行う。

► 影響程度の確認

．既工認時の2次元有効応力解析モデルに対して，影響評価の対象と
なる施設・設備に近接する既実施及び追加地盤改良体を反映する。
•上記解析モデル（影響検討モデル）により算定される応答※や照査
値について，既エ認時の結果に対する比率を算出する。
※施設においては接地圧，変位量，局所安全係数，震度

設備においては最大応答加速度，床応答曲線

最大照査値等の確認の要否判定

：謬尉喜卓醤讐，は惰贔謬喜厚9摩巴：忍が必要と判断する。｝
► 最大照査値等の確認

．算定した各部材の照査値等の比率の最大値を既工認時の最大照査値 ＇ 

嘉輩嬰冒旦羹塁彗覧賢贔饂需畠緬賛雪贔覧。た際｝

令 ”... “,~ 

影響評価のフロー

START 

影響程度の確認

最大照査値等の確認

END 
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ④影響評価の実施内容（比率を用いて算定する照査値の保守性）

► 地盤改良体の有無にかかわらず，既工認時に用いた地震動と地盤の組合せが，定性的には厳しい施設の耐震
評価条件となると想定される（地震動の最大加速度・継続時間・位相，地盤の剛性低下が要因）。このため，
影響評価においては，既エ認で最も厳しい評価結果が得られた地震動と地盤の組合せ（下左表）を用いた。

► ただし， エ式の竺と船の，＾せには醗 の が＾まれたものではないことからより
←ヽな=‘'とるため エ毎の＝ e召 盲に＝もしくなるヨ＇ 立詈じ の、も＾め＝となる
率を乗じて，影響評価としての最大照査値を算定した（下右表）。

取水構造物（取水ピット）鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価 (P21参照）
既工認での地震動及び地盤ケースの選定

s -D1 1" ' ' " Iv・ツvvI s I I ¥ / I I¥'lnn 

0.379 0.374 0.433 0.401 0.405 
S s -1 1 I o. 277 I 
S s-1 2 Io. 361 I ． 

口］星`地盤ケース①について全Ssの照査値を計算する。最大照査値（■■＇）を示した
Ss-D1 (H-, V-)について，全地盤ケースの照査値を計算し，最大照査値
(0.433)となる地盤ケース④が選定される。

照査値の算定結果

突出部 0.433 0.472 1.090 
| 側壁 0.407 0.398 0.978 

隔壁 0.348 0. 311 0.894 

④Ss-D1 左張出 0.319 0.293 0.918 
(H-, V-) 頂版1 0.376 0.378 1. 005 

頂版2 0.291 0.258 0.887 

底版1 0.399 0.447 

底版2 0.235 0.212 

保守性確保のため，評価位置に依らず，最大照査値（表中の0.433)と
最大比率（表中の■■・)を乗じて，地盤改良による影響評価としての
最大照査値(Q.485=0.433X1.12Q)としている。

結果として，照査値が比較的大きい評価項目では，比率の増分は10％程度であり，地盤改良による影響は小さいこと
を確認した（次頁以降参照）。
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（施設） （1 /7) 

I.取水構造物

地盤ケース
比率

既工認時 影響評価
と地震動 の最大値 の最大値 判定断面 評価項目
の組合せ※1 a 

b (=axb)※2 

④Ss-D1 0. 119 
OK 鉄筋コンクリートの曲げ軸力に対する評価 0.922 (H+, V+) （照査値）

④Ss-D1 0.695 
0. 742 OK 鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価

(H+, V+) 1. 067 （照査値）取水構造物
④Ss-31 0.219 

OK 
（取水路）

0.854 鋼管杭の曲げ軸力に対する評価
(H+, V+) （照査値）

①一①断面
④Ss-31 0.480 

OK 0.827 鋼管杭のせん断力に対する評価 (H+, V+) （照査値）

④S s -D 1 
0.974 

740 kN/m2※3 
OK 基礎地盤の支持性能に対する評価 (H+, V+) （接地圧）

④Ss D1 0. 133 
0. 160 OK 鉄筋コンクリートの曲げ軸力に対する評価 (H-, V-) 1. 200 （照査値）

④Ss-D1 
1. 120 

0.433 
0.485 OK 鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価 (H-, V-) （照査値）取水構造物

④Ss-31 0.228 
OK 

（取水ピット）
0. 861 鋼管杭の曲げ軸力に対する評価 (H+, V+) （照査値）

④ー④断面
④Ss-31 0.457 

OK 0.849 鋼管杭のせん断力に対する評価 (H+, V+) （照査値）

④Ss-01 
1.048 

768 kN/m2※3 
805 kN/m2※3 OK 基礎地盤の支持性能に対する評価 (H-, V-) （接地圧）

※1頭文字の丸数字は地盤ケースを示す。 （参考2 【スライドp.36,37】参照，以降，全ての表も同様）

※2本表に記載する最大値の表示桁は既工認の耐震計算書における表示桁を踏襲して設定する。 （以降，全ての表も同様）

※3許容限界は6581kN／而（極限支持力度）である。
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（施設） （2/7) 

II．防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁），出口側集水枡 (1/3) 

地盤ケース
比率

既工認時 影響評価
断面 評価項目 と地震動 の最大値 の最大値 判定

の組合せ
a 

b (=ax b) 

鉄筋コンクリート防潮壁の曲げ軸力（圧縮）に対する評価
③Ss-31 0. 18 

0. 19 OK (H+, V+) （照査値）

鉄筋コンクリート防潮壁の曲げ軸力（引張）に対する評価
③Ss-31 1. 035 ※1 0.56 0.58 OK (H+, V+) （照査値）

鉄筋コンクリート防潮壁のせん断力に対する評価
③Ss-31 0.24 

0.25 OK (H+, V+) （照査値）

フーチング（片持ち梁）の曲げ軸力（圧縮）に対する評価
③Ss-31 0.06 

0.07 OK (H+, V+) （照査値）
防潮堤

③Ss-31 0. 13 
（鉄筋コンク フーチング（片持ち梁）の曲げ軸力（引張）に対する評価 0. 14 OK 
リート防潮壁） (H+, V+) （照査値）

フーチング（片持ち梁）のせん断力に対する評価
③Ss-31 0. 11 

0. 12 OK ①一①断面 (H+, V+) 
1. 016 ※2 （照査値）

フーチング（単純梁）の曲げ軸力（圧縮）に対する評価
③Ss-31 0.02 

0.03 OK (H+, V+) （照査値）

フーチング（単純梁）の曲げ軸力（引張）に対する評価
③Ss-31 0.03 

0.04 OK (H+, V+) （照査値）

フーチング（単純梁）のせん断力に対する評価
③Ss-31 0.05 

0.06 OK (H+, V+) （照査値）

構造物の変形に対する評価
③Ss-31 

1. 020 
1.89 m※3 

1.93 m※3 OK (H+, V+) （変位量）
※1当該部材は，既エ認では地震応答解析により算出した水平震度による地震荷重を入力した耐需評価を実施している。今回は追加の地盤改良体を反映した地震応答解析により算出した水平震度の既工認との

比率1.035を，全ての照査項目に対し統一的に適用している。
※2当該部材は，既工認では地震応答解析により算出した鉛直震度による地震荷重を入力した耐震評価を実施している。今回は追加の地盤改良体を反映した地震応答解析により算出した鉛直震度の既工認との
比率1.016を，全ての照査項目に対し統一的に適用している。
※3構造物の変形に対する評価として，モデル化した鉄筋コンクリート防潮壁の1ブロックに生じる単独の変位量を保守的に2倍した変位量を示す。許容限界は2.0m（止水ジョイントの許容変位量）である。
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（施設） （3/7) 

II.防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁），出口側集水枡 (2/3)

地盤ケース
比率

既工認時 影響評価
断面 評価項目 と地震動 の最大値 の最大値 判定

の組合せ
a 

b (=ax b) 

地中連続壁基礎の曲げ軸力（圧縮）に対する評価
③Ss-31 

1. 00 
〇.66

OK (H+, V+) （照査値）

防潮堤
地中連続壁基礎の曲げ軸力（引張）に対する評価

③Ss-31 
0.98 

0. 51 
OK （鉄筋コンク (H+, V+) （照査値）

リート防潮壁）
③Ss-31 0.56 

①一①断面
地中連続壁基礎のせん断力に対する評価 (H+, V+) 1. 03 （照査値）

0.58 OK 

基礎地盤の支持性能に対する評価
③Ss-31 

0.98 
3474 kN/m2※1 

OK (H+, V+) （接地圧）

地中連続壁基礎の曲げ軸力（圧縮）に対する評価
③Ss-31 

1. 06 
0.82 

0.87 OK (H+, V+) （照査値）

防潮堤
地中連続壁基礎の曲げ軸力（引張）に対する評価

③Ss-31 
1. 02 

0. 76 
0. 78 OK 

リー（鉄ト筋防コ潮ン壁ク） (H+, V+) （照査値）

③Ss-31 0.59 

②ー②断面
地中連続壁基礎のせん断力に対する評価 (H+, V+) 1. 06 （照査値）

0.63 OK 

基礎地盤の支持性能に対する評価
③Ss-31 

1. 27 
2182 kN/m2※1 

2772 kN/m2※1 OK (H+, V+) （接地圧）

設備評価用断面であることから，施設評価対象外。
③ー③断面

※1許容限界は620lkN／而（極限支持力度）である。
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（施設） （4/7) 

II.防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁），出口側集水枡 (3/3)

地盤ケース
比率

既工認時 影響評価
断面 評価項目 と地震動 の最大値 の最大値 判定

の組合せ
a 

b (=ax b) 

躯体の曲げ軸力（水平鉄筋）に対する評価
④Ss-D1 0. 10 

OK (H-, V+) （照査値）

躯体の曲げ軸力（鉛直鉄筋）に対する評価
④Ss-D1 0.02 

OK (H-, V+) 出口側集水枡 1. 000,. ※1 （照査値）

躯体のせん断力（水平鉄筋）に対する評価
④Ss-01 0.49 

OK ④一④断面 (H-, V+) （照査値）

躯体のせん断力（鉛直鉄筋）に対する評価
④Ss-D1 0.06 

OK (H-, V+) （照査値）
※1当該部材は，既工認では地震応答解析により設定した水平震度及び鉛直震度による地震荷重を入力した耐震評価を実施している。

今回は追加の地盤改良体を反映した地震応答解析により算出した設計震度の既工認との比率が，水平震度では0.899,鉛直震度では1.000となったことから，本影響評価においては照査値の増分を想定し
うる最大値として評価するため，より大きな比率である1.000を全部材に対し統一的に適用している。
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（施設） （5/7) 

皿屋外二重管

地盤ケース
比率

断面 評価項目 と地震動
の組合せ

a 

鋼製桁及び鋼管杭の曲げ軸力に対する評価 ④S s -1 2 1. 00 

鋼製桁及び鋼管杭のせん断力に対する評価 ④S s -1 2 1. 50 

地盤改良体①の圧縮応力に対する評価 ④S s -1 2 0.99 

地盤改良体①のせん断応力に対する評価 ④Ss-12 0.95 

屋外二重管
屋外二重管下の地盤改良体①の支持性能に対する評価 ④S s -1 2 0.90 

B-B断面

基礎地盤の支持性能に対する評価 ④S s -1 2 1. 14 

管体（管軸方向）の合成応力に対する評価 ④S s -1 2 0.43 

管体（管周方向）曲げ応力に対する評価
①Ss-31 

0. 72 (H+, V+) 

管体（管周方向）せん断応力に対する評価
①Ss-31 

1. 00 (H+, V+) 

屋外二重管
評価断面に追加の地盤改良体がないため，その影響を受けない。

A-A断面

※1局所安全係数（単位：無次元）の最小値を示し，局所安全係数1.0を上回ることを確認する。
※2許容限界は1775kN／而（極限支持力度）である。
※3許容限界は5810kN／而（極限支持力度）である。
※4管体（管軸方向）の合成応力に対する評価については，評価の入力条件となる地盤ひずみを示す。

令”“,~

既工認時 影響評価
の最大値 の最大値 判定
b (=ax b) 

0. 71 
OK 

（照査値）

0. 21 
0.32 OK 

（照査値）

5.57※1 
OK 

（局所安全係数）

4.01※1 
OK 

（局所安全係数）

223 kN/m2※2 
OK 

（接地圧）

1833 kN/m2※3 
2090 kN/m2 OK 

（接地圧）

1. 4 %※4 
OK 

（地盤ひずみ）

0.03 
OK 

（照査値）

0.008 
OK 

（照査値）
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（施設） （6/7) 

N．貯留堰，貯留堰取付護岸，土留鋼管矢板

地盤ケース
比率

断面 評価項目 と地震動
の組合せ

a 

貯留堰鋼管矢板の曲げ軸力に対する評価
④Ss-D1 

0.89 (H+, V+) 
貯留堰

④Ss-01 
貯留堰鋼管矢板のせん断力に対する評価 0.92 

EW-2断面
(H+, V+) 

基礎地盤の支持性能に対する評価
④Ss-D1 

1. 14 (H+, V+) 

前面鋼矢板の曲げモーメントに対する評価
③Ss-D1 

1. 04 (H-, V-) 

貯留堰取付護岸 タイ材の引張力に対する評価
③Ss-D1 

1. 03 
（止水ゴム含） (H-, V-) 

構造物の変形性に対する評価 ③Ss-D1 
1. 04 EW-1断面 （貯留堰鋼管矢板及び前面鋼矢板の接触に対する評価） (H-, V-) 

構造物の変形性に対する評価（止水ゴム）
③Ss-D1 

1. 05 (H-, V-) 

土留鋼管矢板
評価断面に追加の地盤改良体がないため，その影響を受けない。

NS-1断面

※1許容限界は4863kN／而（極限支持力度）である。
※2許容限界は52.0cm（貯留堰鋼管矢板と前面鋼矢板の離隔）である。

※3許容限界は105.0cm（止水ゴムの許容変位量）である。

全 ,'，，，，Z万レ

既工認時 影響評価
の最大値 の最大値 判定
b (=ax b) 

0. 77 
OK 

（照査値）

0.23 
OK 

（照査値）

965 kN/m2※1 
1101 kN/m2※1 OK 

（接地圧）

0.64 
0.67 OK 

（照査値）

0.44 
0.46 OK 

（照査値）

25.9 cm※2 
27.0 cm※2 OK 

（変位量）

71. 0 cm※3 
74.6 cm※3 OK 

（変位量）
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（施設） （7 /7) 

V.施設評価における影響検討結果（まとめ）

防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴い，追加基礎（鋼管杭）と周辺地盤の地盤改良を取り入れる
こととした。これに伴う施設の地震時加速度や変位等の変化及び既設の鋼管杭等地中構造物に対し地
盤改良体と原地盤の剛性差が与える影響等を評価するため，既実施及び追加の地盤改良体を既工認モ
デルに反映した地震応答解析を実施した。

各施設において，追加地盤改良体を反映したモデルにより算出した照査値等を既工認時の結果

と比較したところ，増減はあるものの，大きな差異が見られなかった。また，上記の照査値等を

用いて算出した比率を既工認時の最大照査値に乗じることで，追加地盤改良体による影響評価を

実施したところ許容限界を満足することから，構造変更に伴う地盤改良体がその周辺施設の耐震

評価に影響を与えないことを確認した。 ' ... • 

なお，比率には1を超える（既工認時の照査値を影響検討結果が上回る）箇所がある。比率が1を超える理由は，以
下のように考えられる。

・地盤改良体を反映することで，地震時における地盤の剛性低下が抑制され，構造物の地震時加速度に変化が生

じ慣性力が増加した。
・地盤改良体を反映することで，地中部材の変形特性に変化が生じ，部材の最大照査値や最大照査値発生箇所が

変動した。
・地盤改良体が構造物の片側に広く配置されることで，地震時の応答に偏りが生じた結果，接地圧が増加した。
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2.周辺施設 ・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（設備） (1 /7) 

I.取水構造物（①ー①断面）

取水構造物の①ー①断面に設置する設備（浸水防止蓋，潮位計）に対する影響評価結果を以下に示す。

最大応答加速度 (ZPA)比較

品大応答加速度 (x9.8m/s2)

評価断面 方向 ⑤Ss-22 ④Ss-22 
(I) 
i品 比率

EL.(m) 

【非（既液工状認化）】 （【既液状工化認）】
④Ss-22 (I/Il) 
（影醤検討） 評価用
【液状化】 （既工認）

水平 0.26 0.24 0.24 0.86 0.28 
2.810 

鉛直 0.55 0.53 0.56 0.79 0.71 

水平 0.24 0.23 0.23 0.85 0.28 
1.118 

鉛直 0.55 0.53 0.56 0.79 0.71 

水平 0 29 0.30 0.28 1.01 0.28 
0.218 '"  '''.. . 

鉛直 0.49 0.48 0.48 0.71 0.68 

取水構造物
水平 0.31 0.31 0.30 : 1.02 0.30 

（①ー①断面） -3.253 
(NS方向その 1) 鉛直 0.49 0.48 0.48 0.71 0.68 

水平 0.23 0.21 0.23 0.81 0.29 
-3.357 

鉛直 0.55 0.53 0.56 0 79 0.71 

水平 0 24 0.20 0.23 0.80 0.29 
-4 848 

鉛直 0.55 0.53 0.56 0.79 0.71 

水平 0.25 0.21 0.25 0.83 0.31 
-6.540 ．． 

鉛直 0.54 0.53 0.55 0.78 0.71 

【比較結果】

影響検討モデルによるZPAは，既工認時のZPA

と比べると若干増減するものの，既工認時の耐震評

価に適用した設備評価用ZPAに対して十分余裕が

あることを確認した。

令 ”.. “Z乃

却--. 

.• : 

床応答曲線 (FRS)比較（代表：最上部）
K 0 fl, 0 

＿ 設備if価用FRS

7 0 1 r’ に`．．，99)IIII('. f J 9Jヽ r、9、4』,Iレ1 11 ,. o I ―51Ss l ヽ 22（既 IMi,) [ JI l11ii）；化］
<ヽI).Ss 22（既 I絡） ［H籾；化）
―-i)邸 ・22（彬腎検討） ［液状化l

6.0 

j 5. o 

6.o 
, 9 , 

I 0 

5. () 

1.0 

3.0 

fょ2 0 三
:! 0 

l.O 

2 () 

I 0 

o.o • o.o 
0. 0 0. I 0. ~ 0. :l 0. I 0. S 0. Ii 0. 7 0. X 0. CJ I ll 0. 0 0. I 0. 2 0. :l 0. -I 0..; 0. Ii 0. i 0. 8 0, 9 I. 0 

rki fi :,9•I Iり1(s) IAi {i).,i l01 (s) 

水平方向 EL.2. 810m h=2. 0% 鉛直方向 EL.2. 81 Om h = 2. 0% 

【比較結果】

水平方向：影響検討モデルによる FRS（緑破線）は，既工認時のFRS（赤，

青実線）と比べると若干増減するものの，設備評価用 FRS（黒実

線）に対して十分な余裕があることを確認した。

鉛直方向：影響検討モデルによる FRS（緑破線）と既工認時のFRS（赤，

青実線）と比べると若干増減するものの，設備評価用 FRS（黒実

線）に対して十分な余裕があることを確認した。
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（設備） (2/7) 

Il．取水構造物（④ー④断面） （1 /2) 
取水構造物の④ー④断面に設置する設備（ポンプ，ストレーナ，配管，逆止弁及び水位計）に対する最大応答加
速度 (ZPA)の影響評価結果を以下に示す。

最大応答加速度 (ZPA)比較
0地盤ケース④ 0地盤ケース⑤

評価断面 EL.(m) 方向

0.30 

取水構造物 -6.49 

（④ー④断面）

(NS方向その2) -7.40 

-7.46 

0地盤ケース⑥

評価断面 EL.(m) 方向

水平
0.30 

鉛直

水平

取水構造物 -6.49 
鉛直

（④ー④断面）
水平(NS方向その2) -7.40 
鉛直

水平
-7.46 I 鉛直

最大応答加速度 (x9.8m/s2)`̀ l l ④sりり21 設品如（影響検討） ： （既工認）

最大応答加速度 (x9.8m/s2)

比率

{I/Il) 

ェ`］、1|⑥s［り21 設占恥 l(~I勺）
（影響検討） ． （既工認）

評価断面 ! EL.(m) I 方向

0.30 

取水構造物 I -6.49 

（④ー④断面）

(NS方向その2)
I -7.40 

-7.46 

0地盤ケース⑤※

評価断面 I EL.(m) I 方向

0.30 

取水構造物 -6.49 

（④ー④断面）

(NS方向その2) -7.40 

最大応答加速度 (x9.8m/s2)

``‘l  l ⑤s(SI[21 設品如
（影醤検討） i （既工認）

最大応答加速度 (x9.8m/s2)

{I) 

瓢9_畠|訳,-VD十＼ 設占品用
（既工認） （影醤検討） （既工認）

比率

(1/Il) 

比率

(I/Il) 

0.48 1 °.48 • o.70 | 0.69 1| | -7.46 I 鉛直 | 0.45 1 °.46 0.70 | 0.66 
【比較結果】 ※全ての周期帯で比較的大きい加速度を示すSs-D1 (H+, V+)で追加地盤改良体（セメント改良）による応答の確認を実施。

影響検討モデルによるZPAは，既工認時のZPAと比べると若干増減するものの，設備評価用ZPAに対して十
分余裕があることを確認した。
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（設備） (3/7) 

II．取水構造物（④ー④断面） （2/2) 
取水構造物の④ー④断面に設置する設備（ポンプ，ストレーナ，配管，逆止弁及び水位計）に対する床応答曲線
(FR S)の影響評価結果を以下に示す。

床応答曲線 (FRS)比較（代表：最上部）
7 0 7 1) - ,{ L.illf rt l'111111 Kヽ I I 7. 0 

(, { l o. o I I .......,. `‘•~,—· ̀,、 l 6. o 

5 (J 5 0 l I I 

＾ 
/V ~ fl 

•I 0 ., 0 L/ ,I O 

色` と・→V' と

じ
3 0 

客
;1 I) :1. (l 

2 1J 2. (I 2 0 

I 0 I 0 1. 1) 

0. 0 
U. 0 0. I 0. l 0. :1 0. I ll.;, (I, fi 0. i 0. 8 0. •1 I. ll 

,., {1 :J 1vJ (・ J 

地盤ケース④水平方向 EL.0. 30m h=2. 0% 
s. 0 

7 0 

f i. () 

.;. 0 

さ’
1.0 

:1. 0 

c. () 

n" 

(l. 0 

O.o 

0. 0 0. I 0. 2 Cl. :i 0. I 0. 5 0. 6 0. i 0. S 0. !I I. Cl 
固 h 11/1（） 

地盤ケース⑤水平方向 EL.0. 30m h=2. 0% 
N.0 

・'̀ 
~
1
 

f;. o 

3.0 

ゼ
1.0 

3. 0 

2. o 

1. {) 

n嶋ヽ9綸90msにnしてU●a匿なし

o. 0 0. I 0. l 0. :I fl. I 0. fi 11. ti 0. 7 0. S 0. <J I O 
p. {・ J Iり（ヽ ）

地盤ケース④鉛直方向 EL.0. 3 Om h = 2. 0 % 

【比較結果】

影響検討モデルによる FRS（赤，紫破線）と既工認時のFRS（青，緑実線）と比べると若干増減するものの，

実線）に対して十分な余裕があることを確認した。

0,0 
0. 0 0. I 0. ~ 0. 3 0. I 0. 5 0. Ci 0. 7 0. ~ 0. <1 I 0 

ト’』 /1 閉（）

地盤ケース⑤鉛直方向 EL.0. 30m h = 2. 0% 

0.0 
0. II 0. I 0. ~ 0. 3 0. I 0. 5 0. Ii 0. 7 0. X 0.'I I. 0 

ti h l:.1 期（`）

地盤ケース⑥水平方向 EL.0. 30m h=2. 0% 

ーー＂＇ 

{ り

~. 0 

“
U
 

ゴ

f

.1.0 

2 ） 

l. (l 

一 は臼‘"面川FRヽ

—‘6S`••2 1 （既 1．ii)

----・ ·1, ふ—21 （伍腎検討）

n儡I"釦IJA!Siこ材して“i1濾讀Iよし

n. o 
O. ll <l. I 0. ~ 0. :1 0. I 0. 5 0. 6 0. 7 0. I! 0. ~ I 0 

固 (I l し•I HI(s) 

地盤ケース⑥鉛直方向 EL.0. 30m h=2. 0% 

設備評価用 FRS（黒
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2.周辺施設 ・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（設備） (4/7) 

皿防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁） （①ー①断面及び②ー②断面）

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の①ー①断面及び②ー②断面に設置する設備（防潮扉）に対する影響評価結
果を以下に示す。なお，防潮扉は剛構造であるため最大応答加速度のみで評価している。

最大応答加速度 (ZPA)比較

O①一①断面地盤ケース④ 〇①一①断面地盤ケース⑤ 〇①一①断面地盤ケース⑥
霰大応答加速度 (x9.8m/s2) 品大応答加速度 (x9.8m/s2) 罹大応答加速度 (x9.8m/s2)

評価断面 I EL.(m) I方向 1④S s -3 1 ④s (s I) -3 1 （n) (I 比／ i ) 直断面 EL.(m) 方向 ⑤S s -3 1 ⑤s［り31 • ： (II) { I 比／率n） ！頭断面 EL.(m) 方向 ⑥S s -3 1 門S (s I-) 3 1 : (n) | （ 比率
(H+, V+) ( （H 影+図,検V討+） ） 設備評価用 (H+, V+) ( （H 影+固,検V討+） ） 設備評価用 (H+, V+) （H影+響,検V討+） ） 設備評価用 I /II 
（既工認） （既エ認） （既エ認） ： （既工認） （既工認） ； （既工認）

I 
水平 1.04 1.03 1.04 0.99 水平 1.02 1.02 1.04 0.98 水平 1.01 1.00 : 1.04 0.97 

23.550 .. 23.550 .. 23.550 
鉛直 0.13 0.13 0 37 0.36 鉛直 0.13 0.13 0.37 0.36 鉛直 0.14 0.14 0.37 0.38 

22 500 I 水平.. 1.04 1.03 1.04 0.99 22 500 水平 1.02 1.02 1.04 0.98 22 500 水平 1.01 1.00 1.04 0.97 
防潮堤（鉄筋コン1 鉛直 0.13 0.13 0.37 0.36 防潮堤 （鉄筋コン ・ 鉛直 0.13 0.13 0.37 0.36 防潮堤 （鉄筋コン ・ 鉛直 0 14 0 14 0 37 0 38 
クリート防潮壁） クリート防潮壁） クリート防潮壁） • • 
（①ー①断面） 1 I 水平 0.64 0.62 0.65 0.96 （①ー①断面） 水平 0.61 0.61 0 65 0.94 （① ①断面） 水平 0 59 0.59 0.65 0.91 

11.350 鉛.直 0 13 0.13 0.37 0.36 11 350鉛直 0.13 0.13 0.37 0.36 ―. 11.350 鉛直 0.13 0.14 0 37 0.38 

2.700 |水,平, 0.39 0.37 0.65 0.57 2.700 水平 0,37 0.36 0.65 0.56 2 700 水平 o.36 o.36 . ; I o 65 o.56 

鉛直 0.13 0.13 0.37 0.36 鉛直 0.13 0.13 0.37 0.36 鉛直 0.13 0.13 : 0.37 0.36 

O①ー①断面地盤ケース⑤※ O②ー②断面地盤ケース④
大応答加速度 (x9.8m/s2) 品大応答加速度 (x9.8m/s2)

I EL.(m) I方向 1 ⑤Ss-D1 
(I) 比率 ⑤Ss-31 :④Ss-31 

④(（H影S-匹(s,I-) v討3+I1 : 評(骰価I[備用） 1(比II率I[ 
評価断面 ⑤Ss-D1 : ¥設備(評n価)用 {1/Il) 評価断面 EL.(m) 方向

( （H 非（既-液工、状認V化）+］ ) : ；： ( H（（既液-状工、化認V】） + ) 
(H+, V+) 
（既工認） (（H影+百,検V討+）) ： （既工認）

【液状化】 （既工認）
水平 1.00 0.98 1.04 0.95 

水平 0 32 ： 0 28 0 34 1 04 0.33 23.550 I鉛:直
0.33 0.33 0.37 0.90 23.550 

鉛直 0.11 0 37 0.30 0.11 0.11 
水平 1.00 0.98 1.04 0.95 水平 0.32 0.28 0.34 1.04 0.33 

防潮堤 （鉄筋コン 122.sooI鉛・ ： 
0.33 0.33 0.37 0.90 防潮堤（鉄筋コン 22.500 鉛直 0.30 クリート防潮壁） 水直 0.11 0.11 0 11 0 37 
0.65 0.64 

ヽ

0.65 0.99 クリート防潮壁）
（①ー①断面） I 11.350 I 平 （②ー②断面） 水平 0.31 0.28 0 33 0.65 0.51 

11.350 鉛直 0.33 0.33 ： 0.37 0.90 鉛直 0 11 011 0 11 0.37 0.30 
水平 0.41 0.40 0.65 0.62 水平 0 30 0 27 0 32 0 65 0.50 

2.700 I鉛..: 直
0 33 0.33 0.37 0.90 2.700 鉛直• • 

0.11 0 11 0.11 0.37 0.30 

※ 全ての周期帯で比較的大きい加速度を示すSs-D1 (H+, V+)で追加地盤改良体（セメント改良）による応答の確認を実施。

【比較結果】

影響検討モデルによるZPAは，既工認時のZPAと比べると若干増減するものの，既工認時の耐震評価に適用した設備評価用ZPA

以下であることを確認した。

令 げ，，，z 31 



2.周辺施設 ・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（設備） （5/7) 

IV.防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁） （③ー③断面及び④ー④断面）

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の③ー③断面及び④ー④断面に設置する設備（構内排水路逆流防止設備）の
影響評価結果を以下に示す。＿ 最大応答加速度 (ZPA)比較 ――71 床応答曲線 (FRS)比較

O③ー③断面地盤ケース④
品大応答加速度 (x9.8m/s2)

評価断面 I EL.(m) I方向 1⑤S s -2 1 [④S s -2 1 (I) : g己 I 比率
【非（既液工状認化）】 ：： （【液既状工認化）】

④Ss-21 (1/Il) 
（影哲検討） 評価用

【液状化】 ： （既工認）

： ： 
防潮堤（鉄筋コン I水平 0.35 ： 0.29 0.32 ： 0.72 0.40 

クリート防潮壁） 1.800 

（③ー③断面） I鉛直 I 0.30 0.31 

＇ 
0.29 ： 0.76 I o.39 

O④ー④断面地盤ケース④
叢大応答加速度 (x9.8m/s2)

⑤Ss-D1 ④Ss-D1 
(I) 

設(n備)1(比I/率n) 評価断面 I EL.(m) I方向 I (H-, V+) (H-, V+) 
④Ss-D1 

【非（既液工状認化）】 （【液既状工化認）】
(（H影-宮,検V討+）) 評価用

【液状化】
（既工認）

防潮堤（鉄筋コン 水平 0.46 0.34 0.41 o.n I o.s7 
クリート防潮壁） 1.800 
（④ー④断面） 鉛直 0.45 0.43 0.45 ' o.76 I o.60 

【比較結果】

影響検討モデルによるZPAは，既エ認時のZPA

と比べると若干増減するものの，既工認時の耐震評

価に適用した設備評価用ZPAに対して十分余裕が

あることを確認した。

令”“,~

7 0 

Ii 0 

;.o 

1 0 

迅

；：：： 
3 0 

2 0 

I 0 

0 0 
0.0 

一設備計＇仙l1}I••RS

ー （5ぷゞー21（既 l．認） ［ JI.t([i人化l

_ ,1:s、・2I (I既 l比） ［i（しik化l
-・・-・11:Ss-21（影腎捻吋） ［t(K札化］

"“"綸lIInsに対して迅遍筍囲なし

0.0 

9.0 

8.0 

,. 0 

(i. o 

5.0 

1.0 

:1. 0 

2.0 

1.0 

一 設備評価JIIFRS

—I5‘Ss-[)1 →(l虹 l．総） ［北仮状化l

- I`、ヽ l)l （既 I':~) ［ 衣状化J

----• I)Ss Ol ＋（彬饗検討） ［t(t状化l

E蝙仔伽IIFl!SIこ対して超溢研UIIなし

IA1 イf I,~I Iり（ぺ） IKi介／，';J II}! (s) 

③ー③断面水平方向 EL.1. 800m h = 1. 0％ ④一④断面水平方向 EL.1. 800m h = 1. 0% 

※鉛直方向FRSを用いて耐震評価をした設備はないため，水平方向のみ記載。

【比較結果】

影響検討モデルによる FRS（緑破線）は，既工認時のFRS（赤，青実線）

と比べると若干増減するものの，設備評価用 FRS（黒実線）に対して十分な

余裕があることを確認した。
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2.周辺施設 ・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（設備）

V.屋外二重管 (B-B断面）

屋外二重管のB-B断面に設置する設備（配管）に対する影響評価結果を以下に示す。

最大応答加速度 (ZPA)比較 ---,l 床応答曲線 (FRS)比較

(6/7) 

6. () 

品大応答加速度 (x9.8m/s2)

評価断面 EL.(m) 方向 ⑤Ss-22 ④Ss-22 (I) ! 品 比率

【非（既液工状認化）】 （（既液工状化認）】
④Ss-22 (I/Il) 
（影苔検討） 評価用

【液状化】 ： （既工認）

(c.p1800mm) 水平 0.49 0.39 0.50 0.67 0.75 
3 375 
2.475 

屋外二m営 1.575 鉛直 1.44 1.30 1.09 1.44 0.76 
(B -B断面）
（杭基礎部 1)

(cp2000mm) 水平 0 51 0 37 0.42 0.80 0.53 
3 475 
2.475 
1.475 鉛直 1.39 1.02 1.11 1.49 0.75 

【比較結果】

影響検討モデルによるZPAは，既工認時のZP

Aと比べると若干増減するものの，既工認時の耐

震評価に適用した設備評価用ZPAに対して十分

余裕があることを確認した。
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鉛直方向 h=2.0% 

【比較結果】

影響検討モデルによる FRS（緑破線）は，既工認時のFRS（赤，青実線）

と比べると若干増減するものの，設備評価用 FRS（黒実線）に対して十分な

余裕があることを確認した。
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2.周辺施設・設備への影響評価

(2)影響評価 ⑤影響評価の結果（設備） （7 /7) 

VI.設備評価における影響検討結果（まとめ）

各設備が設置されている断面において，追加地盤改良体を反映したモデルにより算出した最大

応答加速度及び床応答曲線を既工認時の結果と比較したところ，増減はあるものの，既工認時の

耐震評価に適用している設備評価用最大応答加速度及び床応答曲線に対して下回っていることか

ら，構造変更に伴う地盤改良体がその周辺設備の耐震評価に影響を与えないことを確認した。
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【参考1】耐津波評価（強度評価）に係る影響検討の要否について

► 施設の影響検討について
津波防護施設の津波に対する強度評価のうち，津波時においては追加地盤

改良体による設計条件（津波荷重（津波波圧及び漂流物による衝突荷重），

地盤バネ等）の変更はない。

余震との重畳時には，余震の影響を考慮しても追加地盤改良体が剛性低下

しないため，基礎の側方抵抗力が向上し，重畳時の荷重に対する施設の耐津

波裕度が向上する（右図参照）。

また，余震荷重の算定に用いる1次元地盤応答解析においては，周辺地盤
が改良されることで“非液状化’'の条件となる。本条件は既工認時において

考慮済の設計条件であり，これによる強度評価は実施済である。

以上より，施設の強度評価に対する影響検討は不要であると判断する。

堤内側の地盤改良はより

霜t：認乱晶
向上する。

鉄筋コンクリート
防潮堤

津波荷重

（堤内側） （堤外側）

► 設備の影響検討について
追加地盤改良体による側方抵抗力の向上イメージ

浸水防止設備及び津波監視設備の津波に対する強度評価においては，右図

に示すとおり津波荷重と余震荷重を主たる荷重として考慮しており，津波荷 浸水防止蓋 基礎ボルト

重が支配的である。

地盤改良体の追加による各設備の設置位置の変更がないため，津波荷重条

件（津波荷重水位，津波の流速等）は変わらない。 「耐震評価に対する影響

検討」で示したとおり，追加地盤改良体を反映したモデルで算定した基準地

震動SS-D1の最大応答加速度は，既工認時とほぼ同様であった。そのた l 余震荷重午↑↑令令冷令↑↑ •~ 

め，余震荷重に用いる弾性設計用地震動Sd-D 1も既工認時とほぼ同様で = --"'rm・,一 "̂ 上―. ,ーー｀．．ロ ~
ある。 津波荷重

以上より，設備の津波に対する強度評価の影響検討は既工認時の結果と同 ｛ 
様と考えられるため，不要であると判断する。 設備における強度評価イメージ
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【参考2】地盤ケース ・地震動の概要 (1 /2) 

本影響検討において選定対象とする地盤ケース・地震動を以下に示す。

【地盤ケース】

これらは既工認時の設計条件である。

耐震評価で考慮する地盤ケース一覧表

地盤ケース 地盤剛性の設定
液状化強度特性
の設定

原地盤に基づく液状化

① 
強度特性を用いた解析 原地盤のせん断波 原地盤に基づく液状

ケース 速度 化強度特性(-la)
（施設評価の基本ケース）

地盤物性のばらつきを 原地盤のせん断波
原地盤に基づく液状

② 考慮(+1 a) した解 速度のばらつきを
化強度特性(-la)

析ケース 考慮(+la)

地盤物性のばらつきを 原地盤のせん断波
原地盤に基づく液状

③ 考慮 (-1a) した解 速度のばらつきを
化強度特性(-la)

析ケース 考慮(-la)

地盤を強制的に液状化 敷地に存在しない 敷地に存在しない豊
④ させることを仮定した 豊浦標準砂のせん 浦標準砂の液状化強
解析ケース 断波速度 度特性

原地盤において非液状

⑤ 
化の条件を仮定した解 原地盤のせん断波 液状化パラメータを

析ケース 速度 非適用
（設備評価の基本ケース）

地盤物性のばらつきを
原地盤のせん断波

⑥ 
考慮(+1 a) して非

速度のばらつきを
液状化パラメータを

液状化の条件を仮定し 非適用
た解析ケース

考慮(+la)

軟

③ 
！地盤物性のば
：らつきを考慮
: (-1 0) し
iた解析ケース

i I 

竺温髯‘1盟翌評誓[9ーロ百合五-------] 紅盤に基づく郷鐸度特性

④ 
敷地に存在しな
い翌浦標準砂の
液状化強度特性

により強制的に
液状化させるこ
とを仮定した解
析ケース

① 
原地盤に基づ
＜液状化強度

特性を用いた
解析ケース

② 
地盤物性のば
らつきを考慮
(+ 1 a)し
た解析ケース

硬

い

の

し

ス

お
化
定
一

⑤

こ
状
仮
ケ

固
液
を
析

地
非
件
解

原
て
条
た

9

9

9

9

9
9
9
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9
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9
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9
9
9
9

9
9
9
9
9
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9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9

9

9

9

9

9
9
9

9

9

9

9

9

9

9

9
.
 

⑥ 
地盤物性のば
らつきを考慮
(+ 1 0)し
て非液状化の

条件を仮定し

た解析ケース

非液状化の条件を仮定

耐震評価で考慮する地盤ケースの概念図
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【参考2】地盤ケース・地震動の概要 (2/2)

【地震動】
基準地震動Ss一覧表

基準地震動 備考

S s -D 1 応答スペクトル手法による基準地震動

S s -1 1 F 1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1)

Ss―1 2 F 1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2)

S s -1 3 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3)

S s -1 4 F 1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2)

S s -2 1 2011年東北地方太平洋沖型地震（短周期レベルの不確かさ）

S s -2 2 2011年東北地方太平洋沖型地震 (SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

S s -3 1 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動

※基準地震動Ssのうち，特定の方向性を有しない地震動（Ss―D1及びSs―31)については，位相を反転させた
場合の影響も確認する。
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3.施工計画及び品質管理方法
(1)施工計画
①基本方針
②不具合事象の要因•原因
③施工方法の選定
④リスクを想定した対策の実施
⑤施工品質の確認
⑥まとめ
(2)地盤改良の品質管理方法（審査会合コメント⑨，⑰及び⑱回答）
①審査会合コメント⑰回答
②審査会合コメント⑱回答
③審査会合コメント⑨回答
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ①基本方針

►第1329回及び第1376回審査会合で，防潮堤（鋼製防護壁）の工事の基本方針，工事計画の実
現性及び設計が安全側になっていることを説明した。

ン今回は品質が確保されていることを確認する具体的方法を説明する。

基本方針：不具合事象を踏まえて以下の通り策定（第1329回審査会合説明を再編集）

1)施工方法の選定・確認
適用性，施工実績を踏まえ，不具合事象を回避できる施工方法を選定する。
全施エステップについて，同様の不具合が発生しないことを確認する。

2)リスクを想定した対策の実施
各施エステップにおけるリスクを網羅的に洗い出し，対策を施すことでその他全ての不具合の発生を防止する。
必要に応じ試験施工を実施し，計画通りの工事が確実にできることを確認する。

3)施工品質の確認
施エステップごとに工事が計画通り行われていることを直接確認できるよう，品質を確認（検査）する項目・確認
時期，確認方法を整理し，適用する。不具合を施工中及び施工後に速やかに検知・是正できる措置を講じる。

不具合事象の原因の要点（次頁参照）

・各施エステップにおいてリスク想定が不十分であり，不具合の発生を予期できなかった

・工事が計画通り行われていることを直接確認せず，代替措置を講じなかった
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ②不具合事象の要因•原因

► 防潮堤（鋼製防護壁）の地中連続壁で発生した不具合事象の要因•原因は以下の通り。

コンクリート 粘性土層（Ac層）の ・施工により溝壁（掘削面）付近の地盤（粘性土）が緩み，溝壁の安定性が確保されなかった。
未充填 1はらみ出し及び崩落 II （施工の波及的影響（リスク）検討が不十分）

・溝壁は泥水の中で，その状態を目視等により直接確認できなかった。
・目視に代わる有効な代替措置を講じなかった。

崩落土砂の押上げ ・溝壁が崩落し，底部に堆積した土砂が，その後のコンクリート打設により上方へ押し上げられた。

崩落土砂等の残置 ！・設置済みの鉄筋が干渉し，溝壁から崩落した土砂を除去するための機材が接近できず，全量の除
去には至らなかった。

SMW刈こよる閉塞 ・溝壁下部の崩落に伴い，その上方にあるSMWの支持地盤が緩み， SMWがコンクリート打設範
囲まではみ出した。

未改良地山の崩落 ・溝壁崩落対策として地盤改良を行った結果，コンクリート打設による圧力が未改良地山に集中し
た。 （施工の波及的影響（リスク）検討が不十分）

鉄筋の変形等 ハンマーグラブの接触 ・崩落土砂等の回収のためハンマーグラブを水中に沈降させた際，揺動により鉄筋かごと接触した。
（施工計画の検討， リスク想定が不十分）

鉄筋かご同士の接触 7「 •う五鉄］面）ヽごを建て込んだ際にlこ云7ーグラブとの接触で変形した］社置済の鉄筋かごに接触した。

不具合事象の原因の要点

・鉄筋かごの設置作業は不透明な安定液中で実施するため，設置済の鉄筋かごが変形していたこと
を目視等により直接確認できなかった。
・目視に代わる有効な代替措置を講じなかった。

※So i l M i x i ng Wa l l : 
土にセメントスラリーを原位置で混合攪拌し地中に造成した壁体。
浅部の崩落防止のために施工されていた。

•各施エステップにおいてリスク想定が不十分であり，不具合の発生を予期できなかった

・工事が計画通り行われていることを直接確認せず，代替措置を講じなかった
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ③施工方法の選定・確認

► 不具合事象の原因である「各施エステップにおいてリスク想定が不十分であり，不具合の発生を予期できなかった」
ことを踏まえ，施工計画の詳細を確認した。

► 構造変更した防潮堤（鋼製防護壁）の施工について，施
エステップ図（右図）を作成し，施工の流れや手順を確
認した。

► なお，構造変更により新たに必要となった施エステップ
については，当発電所での施工実績・適用性に基づき，
施工方法を選定（下表）した。

- t↑'--,  !會ド

鋼管杭打設 11中掘り圧入工法 II同等の杭径・掘削深度で
の施工実績あり（防潮堤
工事）

地盤改良 掘削・置換工法 同等の掘削規模・要求品
（セメント系） （流動化処理土） 質の施工実績あり（耐震

補強工事）

地盤改良 浸透注入工法（結束
| 
同種地盤，類似深度の施

（薬液注入） I細管多点注入方式） 工実績あり（既実施部）

※工事の流れの基本を示した図であり，工事の細部で施エステップ図と異なる順序で施工を実施する
可能性がある。

今 9’“Z

準備工

a．底部掘削
（岩盤確認含む）

b．中実鉄筋コンク
リート構築

e．頂版鉄筋コンク
リート

f．鋼製防護壁架設
（中詰め鉄筋コンクリート他含む）

g．止水機構止水
ジョイント設置

h．地盤改良
（薬液注入）

i．地盤改良
（セメント系）

：中実部の底部を岩盤まで
掘削岩盤確認（目視）
を実施

C．支障物撤去

：基礎の周辺地盤を薬液注入
により地盤改良

：基礎の西側にセメント系の地
盤改良を実施（地盤改良計画
範囲の現地盤を掘削し，流動
化処理土による置換）

, l 
：鋼管杭打設等に支障となる地中連
続壁工事の仮設物（SMW等）の撤
去（岩盤深度まで掘削し，均質置
換土を埋戻し）

’ I 

d．鋼管杭打設
（巻立て鉄筋コンクリート含む）

：中掘り圧入工法により鋼管杭を設置
巻立て鉄筋コンクリートを構築

：頂版鉄筋コンクリートを構築（鋼管杭及び中実鉄
筋コンクリートとの一体化）

：鋼製防護壁を架設
鋼製防護壁基部に中詰め鉄筋コンクリート，根巻き鉄筋
コンクリートを構築（鋼製防護壁と一体化）

構造変更した防潮堤（鋼製防護壁）の施エステップ図※
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ③施工方法の選定・確認 注記： 青字は対策等の例として後述するもの

►全施エステップについて，不具合事象の原因と関連する可能性のある施エステップを抽出した。これら
について，同様の不具合事象発生の可能性を検討した。

►下表に示す通り，今回採用する施工方法では不具合事象は再発しないことを確認した。

--地盤のはらみ出し
（下記2つの不具合事象
に共通する重大な要因の
ため抽出）

- --

コンクリート未充填

鉄筋の変形等

令 9,，，，，Z万

I 該当する施エステップ

i．地盤改良（セメント系）

b．中実鉄筋コンクリート構築
d．鋼管杭打設・巻立て鉄筋コンクリート構築
e．頂版鉄筋コンクリート構築
f．鋼製防護壁架設（中詰め鉄筋コンクリート
構築，根巻きコンクリート構築）

d．鋼管杭打設

b．中実鉄筋コンクリート構築
d．鋼管杭打設・巻立て鉄筋コンクリート構築
e．頂版鉄筋コンクリート構築
f．鋼製防護壁架設（中詰め鉄筋コンクリート
構築，根巻きコンクリート構築）

1 不具合事象が再発しないことの確認結果

．掘削・置換時は，鋼矢板． SMW及び切梁の構造体で土留め
しており，はらみ出し・崩落は発生しない。

・堅固な型枠（中実鉄筋コンクリートは地中連続壁，中詰め鉄
筋コンクリートは鋼製防護壁）を用いてコンクリートを打設
する。
・コンクリートの打設前に，型枠内の土砂等異物の有無を目視
で検知でき，撤去可能。
・コンクリートの充填状況は打設作業中に目視で確認可能。

・鋼管杭内に残った土砂はコンクリート打設前にバケット掻き
取り等の孔底処理約により除去する。
・土砂が残置していないことをレッド測量町こより確認(P47対
策④）する。
・コンクリートの打ち上がり高さはレッド測量により確認する。

・鉄筋は設置場所にて目視可能な状況で組み立てるため，鉄筋
同士の交錯は発生しない。
・現場状況が目視で把握できる作業であり，鉄筋の変形等は検
・知でき，仮に変形しても再施工は可能である。

※1 :中掘り圧入工法などの杭施工で，掘削孔の底部に溜まったスライム（泥土・切削粉などの堆積物）を除去する作業
※2：水深を正確に測るための測深用目盛り付きロープを用いた測深
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ④リスクを想定した対策の実施 注記： 青字は対策等の例として後述するもの

► さらに，各施エステップにおけるその他のリスクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現性を確保する。

► 下表に示す通り，施工中に想定されるリスクに対して、必要な対策を講じることが可能であることを確認した。

）．  施工中に想定されるリスク I 

a．底部掘削 ・底部より湧水が発生し，基礎底面が整備できない。

b．中実鉄筋コンク ・太径鉄筋の高密度な配筋を多重に構築するため，鉄筋の
リート構築 組立精度が確保できず，鉄筋を計画通り組み立てられな

C．支障物撤去

d．鋼管杭打設

い。

•太径鉄筋による高密度な配筋のためコンクリートの流動
性が阻害され，コンクリートの未充填部が発生する。

・支障物が想定より硬く，計画深さまで撤去できない。
・支障物を撤去するための掘削用ケーシングが周辺地盤と
の摩擦で固着する。

・鋼管杭が摩擦により周辺地盤と固着する。
・地盤の不均一性の影響で鉛直に打設できず，隣接する鋼
管杭と接触する。
・鋼管杭内部にボイリング現象※が発生し，鋼管杭周りの
土が流動化することにより，鉛直精度が確保できない。
・鋼管杭周辺のスタッドと巻立て鉄筋コンクリートの鉄筋
が干渉し，計画通り組み立てられない。
・鋼管杭打設の施工荷重（重機荷重）が鋼管杭の鉛直精度
に影響を与え，設計深さまで打設できない。
・鋼管杭の溶接不良が発生する。

．止水工及び湧水処理により床付け処理の作業が可能で
あることを確認した。

・組立工程において鉄筋が計画した精度内に位置するこ
とを確認する手順を設定した。
・実規模のモックアップによる鉄筋組立試験(P45)を実施
し，必要な組立精度が確保可能であることを確認した。
・高流動コンクリートを採用する。
・実規模の組立鉄筋モックアップを用いたコンクリート
充填試験(P46)を実施し，コンクリートが狭陰部まで充
填されていることを確認した。

・支障物撤去は再施工が可能である。
．掘削用ケーシングより外径が若干太い掘削具（フリク
ションカッター）を取り付けることで，大きな摩擦の
発生を防止する。 ・

・鋼管杭にフリクションカッターを取付ける(P47対策②）。
．堆積層まで均質置換土に置換(P47対策③）する。
．杭鉛直精度管理：：ノステムで精度(P47対策①）を確保する。
・地下水位と合わせるよう鋼管杭内に水を張り，ボイリ
ング(P47対策⑥）を防止する。

• 3次元CADによる鉄筋干渉の確認(P47対策⑤）により，
鉄筋組立が可能であることを確認した。
．杭鉛直精度管理システムで精度を確保する。

・規格基準に準拠した溶接条件・熱管理条件により溶接
し，非破壊検査を実施する。

※：掘削や地下水位の高い地盤で，下からの湧水圧が大きくなり，砂や土粒子が湧き上がるように動き，地盤が流動化してしまう現象
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ④リスクを想定した対策の実施

l• 

e．頂版鉄筋コンク
リート構築

f．鋼製防護壁架設

g．止水機構止水
ジョイント設置

h．地盤改良
（薬液注入）

i．地盤改良
（セメント系）

1 施工中に想定されるリスク I 

•上下の構造と接続する鉛直鉄筋，下部構造の定着鉄
筋及び頂版鉄筋コンクリートの鉄筋はいずれも太径
鉄筋であり，これらを高密度に配筋するため，相互
に干渉し，計画通り組み立てられない。
・太径鉄筋による高密度な配筋のためコンクリートの
流動性が阻害され，コンクリートの未充填部が発生
する。

・高強度鋼材 (SBHS700)を溶接するため，溶接品質が
確保できない。

9 ■■•—-—· 99 

・鋼製防護壁の設置精度が悪く，止水機構，止水ジョ
イントが計画通り設置できない。

・施工深度が50mを超えるため，施工機械が対応せず
（圧力不足等），改良品質が確保できない。

・施工深度が50mを超えるため，ボーリングの孔曲がり
の影響が大きく薬液注入位置が計画位置からずれる。
・地中での施工であり，施工結果を直接，把握しにく
い。

・土留めの止水性が不足し，地下水が土留め壁面より
出水し，施工が困難になる。
・底面の粘性土層の強度が荷重に対し不足し，掘削底
面がヒービング現象刈こより不安定化する。

注記： 青字は対策等の例として後述するもの

・3次元CADによる鉄筋干渉の確認(P48)により，鉄
筋組立が可能であることを確認した。
・組立工程において鉄筋が計画した精度内に位置する
ことを確認する手順を設定した。
・高流動コンクリートを採用する。
・配筋が中実鉄筋コンクリートより粗であるため，コ
ンクリート充填試験結果が適用可能。

・当該材料に対する溶接施工試験を実施し，品質を確
保できる溶接条件を整備した。

・鋼製防護壁は自重によるたわみを想定し，設置墨さ
を管理する等により設置精度が確保されている←と
を確認する。

・計画地点近傍で本工事での最大深度（深さ50m超）の
地盤改良試験施工を実施(P49)し，所定の改良品質を
達成できることを確認した。
・ボーリングの削孔誤差を考慮し，注入範囲を広めに
計画する。
•土木事業でのリスクマネジメント手法を活用し、幅
広くリスク対策を講じる(「(2)地盤改良の品質管理
方法」で説明） 。
・品質確認を規格基準以上に強化・拡充する(「(2)地
盤改良の品質管理方法」で説明）。

．掘削深度が深い北基礎は剛性及び止水性の高いSM
Wを土留めに採用する。
．掘削前に高圧噴射攪拌工法によるセメント固化を実
施し，底面下方の地盤の強度を高める。

※掘削作業中に土留め背面の土の重量や地表面荷重等によって掘削底面が押し上げられる現象
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ④リスクを想定した対策の実施（具体例）

I. b．中実鉄筋コンクリート構築に係る鉄筋組立試験
► 設計の構造図に基づき，施工の成立性を確認するため右図に示す配筋の組
立試験を行った。組立は実施工と同じ， 1施工分の高さ3.3mを施工した。

► 組立は現地の施工環境を模擬するため，周囲を板で囲うことで地中連続壁
内空（10.7m x 10. 7m)を再現し，この内空の中のみで作業した。

モックアップ試験体（組立完了状態）

【結果】設計・計画通りの組立位置を実現可能（必要な組立精度が確
保可能）であり，設計への影響はないことを確認した。

審査会合（第1376回）資料
を一部変更

モックアップ試験配筋図（南基礎）

令 99及zm 本資料中のEコは，商業秘密又は防護上の観点で公開できません。 45 



3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ④リスクを想定した対策の実施（具体例）
審査会合（第1376回）資料
を一部変更

II. b．中実鉄筋コンクリート構築に係るコンクリート充填試験
試験体の配筋図は下図の通り。

► 計画の1/ 4,高さ約1m分の実配筋を組み立て，実施工に使用予定の高
流動コンクリート（自己充填性：ランク 1:スランプフロー700mm)を
高さ約1m打設し，コンクリートの流動状況，流動距離を確認した。

► 実施工を想定し，コンクリートの打設は 1 層高さ30cmとして3層約1m
分行い，流動状況を確認した。試験体硬化後，切断してコンクリート
の充填を確認した。

► 打設孔の位置検討のため，打設孔での高さが30cmとなる時点での水平
方向の流動範囲（流動距離）を確認した。

モックアップ試験体観察箇所

令 9’“Z

試験体の切断観察結果

【結果】太径鉄筋の高密度な配筋に対してもコンクリートの充填性
に問題はなく，設計への影響はないことを確認した。

本資料中の［コば商業秘密又は防護上の観点で公開できません。 46 



3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ④リスクを想定した対策の実施（具体例）

皿 d鋼管杭打設時に係る想定リスク及びその対策

←西

巻立て鉄筋コンク
リートの配筋は，

<
3次元CADによ
り鉄筋干渉を確認
し，鉄筋組立が可
能であることを確
認した。

門竺＼ 仁叫こ：□己言正図参照）
全周回転掘削機

対策⑥

対（右下図参照）

鋼管杭内に水を張り，地下

| 乱⑥ 
水位と合わせるよう鋼管杭
内に水を張り，ボイリング

土砂は孔底処理により撤 | 廿コI I を防止する（孔内水貯留用
対 去する。土砂の撤去完了 鋼製タンクを設置）。

胃は，レッド測量により掘
削終了時の深度と対比す | 廿口 且対策③
ることで確認する。

>
地盤の硬軟による鉛

呻 u 直精度の悪化を防ぐ
凡例 ため，堆積層まで均

対策 ：想定リスクヘの対策 質置換土に置換する。

鋼管杭打設時における想定リスクとその対策の概要

全 99ルZ

設

杭ヽ上部
ヽ
ヽ
ヽ
ヽ
ヽ

工杭 ヽ

///― 〉

X方向

Y方向 II・ ]□貫疇`
を確保する。

杭鉛直精度管理システム イメージ図

鋼管杭

フリクションカッター
（鋼管杭の外径より若干太い）

鋼管杭の先端には

乱1言芦，力、
② 管杭と地盤の摩擦

切削ビット を低減する。
鋼管杭先端詳細

フリクションカッター イメージ図
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ④リスクを想定した対策の実施（具体例）

IV. e．頂版鉄筋コンクリート構築における太径鉄筋の高密度な配筋の干渉の有無の確認

頂版鉄筋コンクリート配筋図（鉛直断面図より抜粋）

令”“,~

3次元CADによる干渉確認

【結果】 3次元CADにより，鉄筋同士の干渉がない
ことを確認した。

本資料中の［コば商業秘密又は防護上の観点で公開できません。 48 



3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ④リスクを想定した対策の実施（具体例）

V. h．地盤改良（薬液注入）の試験施工
地盤改良（薬液注入）の実施工では，既実施の薬液注入深度より深い位置への注入が必要となる。このため，試験
施工においては，実施工と同等の地質分布を有する候補地点の中から，実施工範囲の近傍地点（離隔距離約10m)を代
表として選定し，大深度まで施工を実施した。

一』 （（拡大図） 繋璧り累畠置

i ,L 試験施工平面図

----9------ —ー：
試験施工実施位置図
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試験施工実施箇所の地盤状況

シリカ 合否

採取場所 採取深度
含有量
増分量 管理
(mg/g) 基準値 判定

Ag2層
T.P.-1.41m 

21. 2 ~ 5. 1 合格
~-1. 51 m 

Ag2層
T. P. -3. 31 m 

10. 8 ~ 5. 1 合格
~-3. 41 m 

Ag2層
T.P.-6.41m 

12. 2 ~ 5. 1 合格~-6. 51 m 

As層①
T.P.-8.86m 

24.6 ~ 8.0 合格~-8.96m 

As層②
T.P.-40.4lm 

11. 6 ~ 8. 0 合格~-40.Slm 

Agl層 T.P.-45.86m 37.3 ~ 7. 3 合格~-45.96m 

As層③
T. P.-46.26m 

27.6 ~ 8. 0 合格~-46.36m 

Ag 1層 T.P.-48.61m 10. 6 ~ 7. 3 合格~-48. 71m 

As層③
T.P.-49.41m 

12. 0 ~ 8. 0 合格~-49.51m 

As層③
T.P.-50.36m 

31. 3 ~ 8.0 合格~-50.46m 

Ag1層 T.P.-53. 71m 40.6 ~ 7. 3 合格~-53.81m 

試験施工の事後調査結果

【結果】計画と同じ大深度（深さ50m超）の地盤改良において，シリカ含有量増分量が管理基準値を満足
しており，計画通りの施工が可能であること及び所定の改良品質を達成できることを確認した。
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ⑤施工品質の確認

I.基本方針
► 不具合事象の原因である「工事が計画通り行われていることを直接確認せず，代替措置を講じなかった」ことを踏まえ，
以下の観点から施工品質の確認方法を検討し，整理した。

【観点1!】 「計画通り施工が行われていること」を確実にする。

【観点2】 「不具合を速やかに検知し，是正できること」を確実にする。

► この観点から，確認すべき項目，方法，時期を明確化して整理した。

明確化した事項 | 

確認項目 各工程で，工事の品質（設計要求への適合）が確保されていることを確認すべき全ての項目

以下の優先順位で確認方法を選定する。

①品質の確認方法は現地で目視，寸法測定するなど直接確認できる方法を採用する。
（例：鉄筋の組立状況，構造物の外観，鋼管杭の位置）

②目視寸法測定などの直接確認が適用できないものについては他の定量的な方法を採用する。
確認方法 （例：溶接部の非破壊検査，鋼管杭の傾斜量）

③当該箇所より採取した試料による確認（例：地盤改良試料の成分分析）

④供試体を用いた試験で確認（例：作成した供試体の破壊試験（コンクリート，グラウトの圧縮強度））

⑤他に定量的な確認方法を採用できない場合であって，メーカーの記録が取得可能なものについては，当
該メーカー記録に基づき仕様を確認する。 （例：ミルシート，配合計画書）

確認時期 I・作業完了後速やかに品質を確認する。
1 ・コンクリート及びグラウト材の強度確認は規格基準に定められた時期に実施する。

► 上記に加え，工事の信頼性向上として定点カメラ等を活用した工事管理の高度化（見える化）を採用する

次ページ以降で，主要な施エステップ（中実鉄筋コンクリート構築，鋼管杭打設，地盤改良（薬液注入））を例に整理結果を説明する。
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ⑤施工品質の確認

II．各施エステップの確認（b．中実鉄筋コンクリート構築）

(1)施工方法の概要 (2)工事が計画通り行われていることの確認の方法
► 約 3mを 1 段として，鉄筋コンクリー ► 工事の品質を確認する項目，方法，時期を下表の通り整理した。
トを多段に分けて岩盤より構築（北基 ► 中実鉄筋コンクリート構築に係る品質確認は， I．基本方針に示した確認の優先順位に
礎15段南基礎13段） 従い実施する。また，これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。

► 鉄筋コンクリート工事に先立ち，コン
クリートの型枠の役目となる地中連続
壁について壁面凹凸の整形を実施

西← →束

北基礎は15段，
南基礎は13段
に分けて構築

地中連続壁部の内空は中実鉄筋コンクリートの外形となること
から，中実鉄筋コンクリートの施工前に地中連続壁内空側壁面
の凹凸を整形（平滑化）し，内空寸法を確保する。

中実鉄筋コンクリート構築施エイメージ

令 99及Z口

工程

壁面整形工
・はつり
・吹付け

鉄筋組立工

コンクリー
ト打設工

確認項目

吹付前の壁面の状
態

吹付材の強度

吹付後の外観

吹付後の形状

鉄筋の材料・寸法

機械式継手の材
料・寸法

機械式継手の施工

機械式継手グラウ
卜材の圧縮強度

鉄筋の組立

配合計画書等

生コンクリートの
性状

コンクリートの圧
縮強度

コンクリートの打
込み及び締固め

確認方法 時期

壁面に空洞がないことを目視により確認 目視 はつり
後

吹付け前に作製した供試体を用い，強度発現 供試体を用いた試験
後に圧縮強度試験により確認

吹付後

ひび割れ・突起，材料分離など有意なものが 目視
吹付後

ないこと

内空寸法を計測し，設計値と照合 計測
吹付後

（中鉄筋コンクリート構造部の寸法計測）

現物と図面・ミルシートの照合 目視計測，記録 組立前

現物と図面・ミルシートの照合 目視計測，記録
組立前

鉄筋挿入長さ，グラウト充填等の状態確認 目視 施工中

グラウト材製造時に作製した供試体を用い， 供試体を用いた試験
施工後

強度発現後に圧縮強度試験により確認

鉄筋の組立状態と計画図の照合 目視計測 組立後

配合計画書，材料試験結果の確認 図書・記録 施工前

生コンクリート受入時にスランプフロー試験 計測
等（温度他）を実施し，計画値と照合

施工中

生コンクリート受入時に作製した供試体を用 供試体を用いた試験
施工後

い，強度発現後に圧縮強度試験により確認

目視によりクラック，沈降がないことを確認 目視
施工後
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ⑤施工品賀の確認

II．各施エステップの確認（d．鋼管杭打設 (1/2))

(1)施工方法の概要（鋼管杭打設工） （2）工事が計画通り行われていることの確認の方法
► 鋼管杭は発電所で実績のある中掘り圧入 ► 工事の品質を確認する項目，方法，時期を下表の通り整理した。
工法で打設 ► 鋼管杭打設のうち鋼管杭打設工に係る品質確認は， I．基本方針に示した確認の優先順

► 分割された鋼管杭を各々溶接しながら計 位に従い実施する。また，これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。
画深度まで圧入

► 中堀りした鋼管杭の先端にコンクリート
を打設

工程

鋼管杭打設工

←西 東→

コンクリート
打設工

Ac層

As層． Ag1層

Km層

鋼管杭打設施エイメージ図

令"“,~

確認項目

鋼管杭の材料・寸法

現場溶接の材料

杭芯位置

鋼管杭の傾斜

鋼管杭溶接

鋼管杭溶接

鋼管杭打設

孔底処理

配合計画書等

生コンクリートの性状

コンクリートの圧縮強度

コンクリートの長さ

確認方法 時期

現物と図面・ミルシートの照合 目視計測，記録 施工前

現物と品質証明書の照合 目視 記録 施工前

杭芯位置を測量し，図面と照合 測量 施工前

杭の傾斜を傾斜計等で計測 計測 施工中

溶接条件（入熱量等）を目視により確認 目視 施工中

外観形状確認，非破壊検査による確認 目視検査 施工後

基準高，偏芯量，傾斜量の計測 測量 施工後

レッド測量による確認 測量 施工後

配合計画書，材料試験結果の確認 図書・記録 施工前

生コンクリート受入時にスランプ試験等（温 計測
度他）を実施し，計画値と照合

施工中

生コンクリート受入時に作製した供試体を用 供試体を用いた試験
施工後

い，強度発現後に圧縮強度試験により確認

寸法を計測し，設計値と照合 計測 施工後
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ⑤施工品質の確認

II．各施エステップの確認（d．鋼管杭打設 (2/2))

(1)施工方法の概要 (2)工事が計画通り行われていることの確認の方法
（巻立て鉄筋コンクリート） ► 工事の品質を確認する項目，方法，時期を下表の通り整理した。

► 鋼管杭打設後，上杭を溶接 ► 鋼管杭打設のうち巻立て鉄筋コンクリートに係る品質確認は， I．基本方針に示した確認
► 上杭の周囲に巻立て鉄筋コンクリー の優先順位に従い実施する。また，これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。
トを構築

←西

巻立て鉄筋コンク
リートを構築

東→

Ag2層
←仮設土留め

Ac層

As層・ Ag1層

Km層

鋼管杭打設施エイメージ図

全"“,~

工程 確認項目

鉄筋組立工 鉄筋の材料・寸法

機械式継手の材
料・寸法

機械式継手の施工

機械式継手グラウ
卜材の圧縮強度

鉄筋の組立

コンクリー 配合計画書等
ト打設工

型枠工

生コンクリートの
性状

コンクリートの圧
縮強度

構造物の寸法

コンクリートの打
込み及び締固め

確認方法 時期

現物と図面・ミルシートの照合 目視計測，記録 組立前

現物と図面・ミルシートの照合 目視計測，記録
組立前

鉄筋挿入長さ，グラウト充填等の状態確認 目視 施工中

グラウト材製造時に作製した供試体を用い，強 供試体を用いた試験
施工後

度発現後に圧縮強度試験により確認

鉄筋の組立状態と計画図の照合 目視計測 組立後

配合計画書，材料試験結果の確認 図書・記録 施工前

コンクリート打設前に型枠位置を測量し，図面 測量
と照合

施工中

生コンクリート受入時にスランプフロー試験等 計測
（温度他）を実施し，計画値と照合 施工中

生コンクリート受入時に作製した供試体を用い， 供試体を用いた試験
施工後

強度発現後に圧縮強度試験により確認

寸法を計測し，設計値と照合 計測 施工後

目視によりクラック，沈降がないことを確認 目視
施工後
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ⑤施工品質の確認

II．各施エステップの確認（h．地盤改良（薬液注入））

(1)施工方法の概要 (2)工事が計画通り行われていることの確認の方法
► 改良対象土層までボーリングにより ► 工事の品質を確認する項目，方法，時期を下表の通り整理した。
注入管を設置し，注入管から地盤に ► 地盤改良（薬液注入）に係る品質確認は， I.基本方針に示した確認の優先順位に従い実
薬液を浸透注入 施する。また，これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。

► 注入後，改良範囲からボーリングで
試料を採取し，改良品質を確認

設置した注入管を用
いた薬液の浸透注入

Ac 

地盤改良（薬液注入） 施エイメージ
（既設構造物（フーチング）直下の施工方法）

令 げ，，，z

工程 確認項目 確認方法 時期

削孔工 削孔位置，削孔角度 測量，計測により確認 測量，計測 削孔前
（ボーリング）

削孔長 ケーシング検尺により確認 計測 削孔後

注入管の仕様 注入管のノズル数，間隔，全長を目視，計 目視計測
挿入前

測により確認

注入管の位置 注入管の位置を計測 計測 挿入後

グラウト材の材料 分析報告書による確認 記録 充填前

グラウト材の比重 比重測定により確認 計測 充填前

グラウトの充填 充填されている状態を目視にて確認 目視 充填後

注入エ 薬液の材料 試験成績表等の確認及び比重測定との照合 記録 計測 注入前

流量計の校正 実測値と計測値の誤差により確認 計測 注入前

注入薬液の品質 pH測定により確認 計測 注入前

注入速度・注入圧力 流量計（モニタ）により確認 目視 注入中

注入量 流の量目視計 （積算流量， モニタ）， タンク容量 目視 注入後
により確認

事後調査 ボーリング位置角度 測量，計測により確認 測量，計測 削孔前

・ボーリング
ボーリング深度 ケーシング検尺により確認 計測 削孔後（試料採取）

・試料分析 シリカ含有量増分量 現地で採取した試料をシリカ含有量測定 試料
採取後

(ICP発光分光分析）により確認

なお，事後調査は規格基準に準拠して実施するが，地盤改良の不確かさを考慮して確認頻度を
規格基準より拡充する。
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ⑤施工品質の確認

皿カメラを活用した工事管理の高度化の採用

► 前頁までの工事管理に加え，工事の信頼性向上としてカメラを活用した工事管理の高度化（見える化）を採用する。

【カメラを活用することによる効果】

✓ 現場作業責任者の作業管理手段を増やし，管理を効率化するとともに，
作業品質の向上を図る。

✓ 高所や人が入れない場所でも安全に状況確認ができる。

✓ 作業に直接関与しないウォークダウン者が現場に入域せずに状況を把握
できるため，施工エリアで働く要員が作業に集中でき，作業品質の向上
に寄与する。

✓ 従来の品質記録（写真等）の補完及び万が一の不具合の際の原因究明に
も有用

←西

地盤改良（セメ
ント系）の打設
状況

東→

頂版鉄筋コン
クリートの施
工状況

手法 撮影方法及び撮影例

定点カメラ 作業状況を近傍より俯諏して撮影
（例）
・中実鉄筋コンクリートの施工状況を上方から撮影
・頂版鉄筋コンクリートの施工状況を上方から撮影
・地盤改良（セメント系）の打設状況を上方から撮影

移動式カメラ 作業状況等を近接して撮影
（ハンディ等） （例）

・コンクリートの打設状況（充填の状況）
・地盤改良（セメント系）の打設前の湧水の発生状況
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定点カメラのモニターは施工会社の現場事務所等に
設置し施工中は常時モニタリングできるようにする。

定点撮影の例（俯職的に把握）
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3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ⑤施工品質の確認

► 工事管理におけるカメラの活用イメージを以下に示す。

□
]
 

鉄筋組立

全体を俯敵 コンクリート打設
（移動式カメラ撮影イメージ）

中実鉄筋コンクリート撮影イメージ

令 99“Z7 本資料中の［コは，商業秘密又は防護上の観点で公開できません。 56 



3.施工計画及び品質管理方法

(1)施工計画 ⑥まとめ

ン全施エステップについて，不具合事象の原因を踏まえて，同様の不具合が発生
する可能性を検討した。その結果，今回採用する施工方法では不具合事象が再
発しないことを確認した。

►各施エステップにおいて網羅的に洗い出したリスクに対して，試験施工・モッ
クアップ試験を含む対策を実施することとした。

►各施エステップごとに，工事が計画通りに実施されていることを確認する方法
と時期を整理し，現地での目視や寸法測定，その他の定量的な方法を用いるこ
とで，工程の進捗に応じた品質確認が可能であることを確認した。

►また，工事の信頼性向上としてカメラを活用した工事管理の高度化（見える
化）を採用する。 • 
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法（審査会合コメント⑨，⑰及び⑱回答）

審査会合 コメント 回答

第1280回 ⑨ ●地盤改良を新たに実施す歪場喜には裔良前土全事体業者が所検督の強厚を喜していることを確認するための品質管理 今回回答方法について，設工認でホす容， 用 でホ内を整理する←と。

⑰ ●改良品質の不際かさの要L抽因の整理について'と言確かさの要因の抽出に至る検討プロセスを詳細に示し，不 今回回答確かさの要因網羅的 出されているこ 示すこと。
第1376回

●地盤改良薬液注入材の料品試質験管理やについて， 勢料法試に験つの規格贔翡の『成方隻，管理値の設定における標本 今回回答⑱ 
数の妥当性など， 品質検査の いて， 明るこ。

回答概要

No 回答概要

⑨
 

「土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン」 （国土交通省， （国研）土木研究所）に示される不確実性に
⑰ |よるリスク要因に基づき，地盤改良における改良品質の不確かさに関わるリスク事象を網羅的に洗い出した。洗い出したリスク事象
について，本工事のうち，地盤改良（薬液注入）への影響を確認し対策の要否を検討した。対策が必要と判断したリスク事象につい
て具体的な対策を立案した。

地盤改良（薬液注入）の品質管理について「浸透固化処理工法技術マニュアル 平成22年6月」に基づき実施した材料試験（供試体
の作製含む）や品質検査の方法を規格基準とともに整理した。具体的には，同マニュアルに示される配合試験や品質管理で用いる材
料試験は，地盤工学会基準JGS（供試体の作製（三軸試験の供試体作製・設置方法），液状化強度試験（繰返し三軸圧縮試験，繰返し

⑱ I中空ねじりせん断試験））及びJIS（土の一軸圧縮試験シリカ含有量試験 (ICP発光分光分析り）に従って実施する。
管理値の設定における標本数について，強度試験は規格基準以上の標本数を採取しており標本数は妥当であると判断した。シリカ
含有量増分量の検体は，JGSの基準に従い相対密度を合わせた供試体を試験室にて改良していることから，シリカ含有量増分量の結果
のばらつきは小さい。マニュアルには標準標本数は定められていないが，信頼性を高めるため一軸圧縮試験 (3標本），液状化強度
試験 (4標本以上）の規格基準の標準を超える標本数で評価した。

地盤改良の品質管理の方法について，設工認で示す内容及び使用前事業者検査で示す内容を以下の通り整理した。
・設工認段階で説明する内容である地盤改良の設計上の取扱い及び性能目標（要求品質，管理基準値等，設計に用いた強度）を明確
にした。
・使用前事業者検査の実施内容（適用する基準類，検査項目・時期及び頻度・方法，管理基準値等）を明確にした。

※本法は，試料中のケイ酸をICP発光分光分析法により波長251.612 nmの発光強度を測定し，ケイ酸濃度を求める方法である。
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法

► 地盤改良の概要
・防潮堤（鋼製防護壁）周囲に，地震に
よる地盤の液状化を防止するため，地
盤改良（薬液注入）を実施する。． 防潮堤（鋼製防護壁）西側に，津波波
力に対する基礎の変形を抑制するため，
地盤改良（セメント系）を実施する。
・地盤改良の範囲は各図の通り。

(b) 

平面図
凡例

既実施地盤改良体（セメント系）

地盤改良体（セメント系）

Eコ 瞬如碑改良体（痴注入）

亡ここ］ 地盤改良体（薬液注入）

〇 匹杭

ZZi 巻立て鉄筋コンクリート

令 げルZ

《地盤改良の計画》
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答

審査会合 コメント

第1376回 1 ⑰ 1・際塁勢冒編雰篇盆品忽冒璧誓胃厚h忌ど互を累累竺窒竺要因の抽出に至る検討プロセスを詳細に示し，不確
► 地質や地盤は複雑で不均質なものであり，また地下は直接確認することが難しいことから，地質や地盤の情報には不
確実性がある。このような地質・地盤の不確実性は，土木事業において安全性や効率性に関するリスク要因になって
いる。

► 地盤改良は，このような地質・地盤を人為的な方法で改良するものであることから，地質・地盤リスクを適切に評価
して最適な対応をとるという地質・地盤リスクマネジメントが有効である。そこで「土木事業における地質・地盤リ
スクマネジメントのガイドライン」刈こ示される不確実性によるリスク要因に基づき地盤改良における改良品質の
不確かさに関わるリスク事象を網羅的に洗い出す。

► さらに，洗い出したリスク事象について，本工事への影響を確認し対策の要否を検討する。対策が必要と判断したリ
スク事象については，詳細に検討し，対策を立案する。 （本資料では地盤改良（薬液注入）について説明する）

「土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン」における不確実性によるリスク要因

不確実性によるリスク要因

【自然的要因】 ・自然地盤の材質・構造・物性等の不確実性に起因するもの
（地質・地盤・地下水等の要因：素因） ・人工地盤の材質・構造・物性等の不確実性に起因するもの

・地質・地盤災害の発生の不確実性に起因するもの
・地盤や地下水等による環境影響の発生の不確実性に起因するもの
・地下水・地中ガス等の存在や挙動の不確実性に起因するもの等

【人為的要因】 ・地盤に対する設計・施工の不確実性に起因するもの
（関係者やその対応の要因：誘因） ・施設や基礎の管理の不確実性に起因するもの

・地質・地盤情報の伝達・対応等の不確実性に起因するもの
※：土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン，国土交通省大臣官房技術調査課，国立研究開発法人土木研究所，
土木事業における地質・地盤リスクマネジメント検討委員会，令和2年3月
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ＞＞ 

①改良品質の不確かさに関わるリスク事象の抽出

► 地盤改良を対象とした「改良品質の不確かさ」の要因を抽出するため， 「土木事業における地質・地盤リスクマネジ
メントのガイドライン」に示される「不確実性によるリスク要因」をもとに，地盤改良（薬液注入）に係る文献やマ
ニュアルなど※を参考に，改良品質の不確かさに関わるリスク事象を洗い出した。

地盤改良（薬液注入）における改良品質の不確かさに関わるリスク事象（自然的要因）

不確実性によるリスク要因 改良品質の不確かさに関わるリスク事象

自然地盤の材質・構造・物性等の ・（地質①） 対象地盤の透水性の不均一性により改良品質にばらつきが生じる。
不確実性に起因するもの ・（構造①） 計画範囲の地質構造に局所的な分布の偏りが存在し，対象地盤の分布を見落とし，

未改良範囲が残る。
・（物性①） 対象地盤の細粒分含有率や粒度分布が不均ーであり，必要な強度（液状化強度特

性）が得られない。
・（物性②） 対象地盤内において強度発現に影響を及ぼす物質（例えば腐食物）の含有により，

薬液による改良効果が得られない。

人工地盤の材質・構造・物性等の （上記に含まれる）
不確実性に起因するもの

地質・地盤災害の発生の不確実性 地質・地盤災害の発生（安全上のリスク要因）の抽出であり，地盤の改良品質の不確かさの要因
に起因するもの 抽出とは目的・視点が異なる。

地盤や地下水等による環境影響の ・（環境①） 凍結により薬液が劣化し，強度が低下する。
発生の不確実性に起因するもの ・（環境②） 対象地盤の温度の変化により地盤改良体の強度に影響を及ぼす。

地下水・地中ガス等の存在や挙動 ・（地下水①） 地下水の水質(pH，塩分等）が地盤改良体の強度に影響を及ぼす。
の不確実性に起因するもの等 ・（地下水②） 地下水のない不飽和状態では薬液が十分に浸透せず強度が確保できない。

※：薬液注入工法の理論・設計・施工，地盤工学会，2009年7月 ほか

令 ，，，，，z 61 



3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ＞＞ 

①改良品質の不確かさに関わるリスク事象の抽出

地盤改良（薬液注入）における改良品質の不確かさに関わるリスク事象（人為的要因）

不確実性によるリスク要因 改良品質の不確かさに関わるリスク事象

地盤に対する設計・施工の不確実 ・（設計①） 薬液濃度，シリカ含有量増分量と各種力学試験結果の相関に不確かさがあり，改良
性に起因するもの 効果が適切に評価できない。

・（設計②） 室内配合試験で設定した強度が現場で再現できない。
・（設計③） 設計パラメータの不確実性が強度に影響を与える。
・（設計④） 配合試験において試験データにばらつきがあり，改良効果が適切に評価できない。
・（材料①） 注入薬液の固結体の劣化により長期的に強度が低下する。
・（材料②） 薬液の品質のばらつきにより，必要な強度が得られない。
・（施工①） ボーリングの孔曲がりの影響が大きく薬液注入位置が計画位置からずれる。
・（施工②） 注入順序が適切でなく，先行して施工した改良体が邪魔になり，未改良部が残る。
・（施工③） 試料採取時の試料の乱れなどにより改良効果が適切に評価できない。
・（施工④） 長期間施工状態を放置することで施工状況が変わり，当初計画通りの施工ができな

い。

施設や基礎の管理の不確実性に起 事前調査と情報整理により，改良範囲及びその周辺において施設や基礎の管理を起因として，地
因するもの 盤改良（薬液注入）の施工・品質に影響を及ぼす施設や基礎はないことを確認した。

地質・地盤情報の伝達・対応等の ・（情報①） 対象地盤の分布を見落とし，未改良範囲が残る。
不確実性に起因するもの
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ＞＞ 

②現場条件等を踏まえたリスク事象の確認

► 前項で抽出した「改良品質の不確かさに関わるリスク事象」について，本工事の現場条件等を踏まえた上で確認した。
また，対策の要否を検討した。

改良品質の不確かさに関わるリスク事象に対する確認結果 (1/4)

改良品質に関わるリスク事象

（地質①） 対象地盤の透水性の不均一性によ
り改良品質にばらつきが生じる。

（構造①） 計画範囲の地質構造に局所的な分
布の偏りが存在し，対象地盤の分
布を見落とし，未改良範囲が残る。

（物性①） 対象地盤の細粒分含有率や粒度分
布が不均ーであり，必要な強度
（液状化強度特性）が得られない。

（物性②） 対象地盤内において強度発現に影
響を及ぼす物質（例えば腐食物）
の含有により，薬液による改良効
果が得られない。

リスク事象の確認結果

［対策要］
透水係数の不均一性を踏まえた設計を行う必要があるため，詳細検討を実施する。

計画地点は基礎岩盤が北に向けて深くなる場所であるが，現地の地質調査データ (30m
間隔相当の詳細なボーリング調査データ）の取得状況から改良対象地盤の分布は十分
把握できていることを確認した。
•原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601では，原子炉建屋予定地の場合，ボーリングのグリッド間隔は建屋予
定地内における地質構造，岩石分布及び岩質を把握するために40~50mが一般に適当であるとされており，その
間隔より短く設定している。

配合設計に用いる粒度分布の代表値について，下記の点により液状化強度及び薬液の
改良効果が保守的に評価されることを確認した（代表性はP80,保守性はP81参照）。
配合試験の試料の特徴は以下の通り。
・試験試料の細粒分含有率は概ね10％以下と少なく，細粒分による液状化強度の増加効果はほとんどない。
・試験試料の粒径加積曲線は、敷地内の液状化しやすい箇所と同様に，港湾基準の「特に液状化の可能性
あり」の範囲に位置する。
•また，粒径加積曲線の傾きが緩やかであり，間隙が密実となり，薬液が浸透しにくい粒度分布である。

薬液注入に影響を与える可能性のある地盤内物質（腐食物，塩類，極端なpH,カルシ
ウム類）について，下記の通り本工事の現場条件では問題ないことを確認した。
・腐食物（有機質）に含まれる酸はゲルタイム遅延や強度低下を生じさせるリスクを有するが，周辺のボーリン
グ調査では対象土層に腐食物はほぼ含まれないことからこれらは発生しない。
・塩類（塩化物，硫酸塩）は反応速度を速めて急結する，長期的な耐久性の低下を生じさせるリスクを有するが，
使用する薬液は参考文献※で「海水地盤では特に使用上問題ない」ことを確認した。
・極端な酸性・アルカリ性は反応速度への影響を生じさせるリスクを有するが，改良範囲近傍の観測井戸でpHを
計測し，水質はほぼ中性 (6.8~7.4)であることを確認しており，問題はない。
・カルシウム類はゲルタイムを早める，強度低下などを生じさせるリスクを有するが，当該施工地点のカルシウ
ム類は改良品質への影響はないことを過去の試験施エ・配合試験で確認している。

※：米倉亮三，島田俊介，大野康年：恒久グラウト・本設注入工法一薬液注入の耐久性と耐震補強の設計施エー，山海堂， 34-35p, 2007 
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ＞＞ 

②現場条件等を踏まえたリスク事象の確認
改良品質の不確かさに関わるリスク事象に対する確認結果 (2/4)

改良品質に関わるリスク事象 リスク事象の確認結果

（環境①） 凍結により薬液が劣化し，強度が低下す 発電所より北方の小名浜の凍結深度は19cm※1であり，本地点で凍結したとし
る。 ても地表面程度である。薬液を注入する地盤は地表付近でない（地表から約

3m以深）ため凍結しない。

（環境②） 対象地盤の温度の変化により地盤改良体 計画範囲は海に近接しており，茨城県北部の海水面の水温は14~26℃の常温
の強度に影響を及ぼす。 の範囲内であり，また地中，特に海水近傍では温度変化が小さいことから，

温度変化に起因する地盤改良体の品質への影響はない。

（地下水①） 地下水の水質(pH,塩分等）が地盤改 対象範囲近傍の観測井戸の地下水はpH=6.8~7.4のほぼ中性の値を示してお
良体の強度に影響を及ぼす。 り，改良品質に影響を及ぼすことはない。塩分に関しては海水下の地盤でも

使用上問題ない薬液を用いるため改良品質に影響を及ぼさない※2。

（地下水②） 地下水のない不飽和状態では薬液が十 ［対策要］
分に浸透せず強度が確保できない。 地下水位以浅は地下水の有無の影響を受けない適切な工法による計画が必要

であるため，詳細検討を実施する。

（設計①） 薬液濃度，シリカ含有量増分量と各種カ 薬液注入工法のマニュアル斑に薬液濃度やシリカ含有量増分量 (ICP発光分光
学試験結果の相関に不確かさがあり，改 分析）と各種力学試験結果の相関（シリカ含有量増分値の増加に伴い一軸圧
良効果が適切に評価できない。 縮強度（室内／現場強度比 (2倍）を見込む）や液状化強度比 (-1a)が増

加する傾向）が明確に示されている。

（設計②） 室内配合試験で設定した強度が現場で再 ［対策要］
現できない。 室内配合試験と現場の施工の違いを考慮した設計を行う必要があるため，詳

細検討を実施する。

※1 :福島県ホームページ (https://www.pref. fukushima. lg. jp/sec/41065b/toketusindo. html) 

令 "“Z7

※2：米倉亮三，島田俊介，大野康年：恒久グラウト・本設注入工法一薬液注入の耐久性と耐震補強の設計施エー，山海堂， 34-35p, 2007 
※3：浸透固化処理工法技術マニュアル平成22年6月，財団法人沿岸開発技術センター
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ＞＞ 

②現場条件等を踏まえたリスク事象の確認

改良品質の不確かさに関わるリスク事象に対する確認結果 (3/4)

改良品質に関わるリスク事象 リスク事象の確認結果

（設計③） 設計パラメータの不確実性が液状化強度 設計パラメータのうち液状化強度への影響が支配的なものは薬液濃度である
に影響を与える。 が，薬液は品質管理体制が整った工場の生産品であり，各メーカーから提出

される分析報告書や試験成績表より品質が確認可能。

（設計④） 配合試験において試験データにばらつき ［対策要］
があり，改良効果が適切に評価できない。 地盤改良体の品質を設計目標値を満足させるよう配合試験データのばらつき

を踏まえた配合設計とする必要があるため，詳細検討を実施する。

（材料①） 注入薬液の固結体の経年劣化により長期 今回使用する薬液は，既往論文叫こ記載の通り， 1999年に今回使用する薬液
的に強度が低下する。 注入工法及び薬液を組み合わせた大規模野外実験を行い，その後の経年調査

（最新は2023年で24年経過）にて一軸圧縮強さの持続性が確認されており，
地盤改良としての有効性を確認している。

（材料②） 薬液の品質のばらつきにより，必要な強 薬液は品質管理体制が整った工場の生産品であり，各メーカーから提出され
度が得られない。 る分析報告書や試験成績表より品質が確認可能。

（施工①） ボーリングの孔曲がりの影響が大きく薬 ［対策要］
液注入位置が計画位置からずれる。 ボーリングの孔曲がりの程度を確認し，対策を施す必要があるため，詳細検

討を実施する。

（施工②） 注入順序が適切でなく，先行して施工し ［対策要］
た改良体が邪魔になり，未改良部が残る。 先行して実施した改良が後段の施工の障害とならないよう適切な注入順序・

配孔の計画が必要であるため，詳細検討を実施する。

（施工③） 試料採取時の試料の乱れなどにより改良 ［対策要］
効果が適切に評価できない。 薬液注入の改良効果の評価における試料採取の影響を検討する必要があるた

め，詳細検討を実施する。

※：島田俊介，佐々木隆光，末政直晃：大規模野外注入実験における経過24年目の追跡調査結果，第59回地盤工学研究発表会，地盤工学会
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ＞＞ 

②現場条件等を踏まえたリスク事象の確認

改良品質の不確かさに関わるリスク事象に対する確認結果 (4/4)

改良品質に関わるリスク事象 リスク事象の確認結果

（施工④） 長期間施工状態を放置することで施工状 ［対策要］
況が変わり，当初計画通りの施工ができ 施工機器の故障等による作業中断に対し，対策を施す必要があるため，詳細
ない。 検討を実施する。

（情報①） 対象地盤の分布を見落とし，未改良範囲 現地の地質調査データ (30m間隔相当の詳細なボーリング調査データ）を取
が残る。 得しており対象地盤の分布が十分把握できていることを確認した。
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ＞＞ 

③対策方針の立案
► 対策の検討を必要とした「改良品質の不確かさに関わるリスク事象」に対し，対策を検討・立案した。立案にあ
たっては，不確かさの存在や不具合発生に鑑み，保守的な要求品質を確保できるよう留意した。

改良品質の不確かさに関わるリスク事象に対する対策 (1/2)

改良品質に関わるリスク事象

（地質①） 対象地盤の透水性の不均一性により改良品
質にばらつきが生じる。

対策

施工設計においては，地盤の透水性が不均ーであることにより薬液の浸透
が偏ることを防ぐため，地盤が割れず（割裂せず），かつ薬液が計画範囲
まで浸透する注入条件を設定する必要がある。過大な注入速度は地盤の割
裂を招き，薬液が割れ目に集中する一方，注入速度が低すぎる場合には薬
液が注入過程でゲル化し、十分に浸透しなくなるおそれがある。
これらの点を踏まえ，対象土層の各々現地で確認した割裂が生じない最大
注入速度（限界注入速度試験結果）の最小値（As層） 3.0L/minを採用
し，目標とする改良体が形成される適正な薬液がゲル化するまでの時間を
設定する。

（地下水②） 地下水のない不飽和状態では薬液が十分 1施工設計においては，地下水位以浅に対して，地下水の有無による影響を
に浸透せず強度が確保できない。 受けない地盤改良（セメント系）を実施する。エ法については，施工対象

（設計②し詈悶！門。合試験で設定した強度が現場で再現惰五韮五五］こ云玉涵品論云三i云云西云王函示云：［：：i］;9[:[
地盤の性状及び施工性を考慮し，掘削・置換工法，中層混合処理工法，高

（設計④） 配合試験において試験データにばらつきが 1配合設計においては，液状化強度試験から得られる液状化強度曲線のばら
あり，改良効果が適切に評価できない。 つきを考慮して平均の液状化強度比から 1a低減した値を液状化強度比と

して採用する。
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ＞＞ 

③対策方針の立案

改良品質の不確かさに関わるリスク事象に対する対策 (2/2)

（施工①比` ：三筐葦9が大きく薬液 1瓢豆謳品土儡塁言｀猛猛雷よ盆霜
範囲の外側（既実施の実績（削孔長の1%)を考慮）までを薬液注入の対象
範囲として計画する。

（施工②） 注入順序が適切でなく，先行して施工した 1施工設計においては，水平及び深度方向に隣り合う注入ポイントに同時に
改良体が邪魔になり，未改良部が残る。 注入せず，また地下水を排除しながら注入できるよう，中央から外側，南

側から北側など，排出経路を確保する注入順序を採用する。

（施工③） 試料採取時の試料の乱れなどにより改良効 1配合設計においては，試料採取時の試料の乱れ（ボーリングの振動により
果が適切に評価できない。 コアとしての形状が保持されない等）による悪影響（強度の変化）への対

策として，試料採取時の試料の乱れの影響を受けない指標（シリカ含有量
増分量）と液状化強度比の相関を求め，当指標を管理基準値として採用す
る

（施工④） 長期間施工状態を放置することで施工状況い゜設計においては，薬液注入の途中で作業の中断を余儀なくされた場合
が変わり，当初計画通りの施工ができない。 の手順として，あらかじめ，代替機による薬液注入の実施や隣接した代替

孔の施工等を定めることで改良範囲，改良品質を確保する計画とする。
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ＞＞ 

④改良品質の不確かさに対する保守性（一般工事との比較）
► 本工事のリスク対応として講じた対策について，一般工事での対応と比較した。地中での工事であり，施工の品質の
不確かさへの対応として，品質（強度及び改良範囲）並びに確認数量を保守的に設定している。

対策区分 改良品質に関わるリスク事象
①防潮堤（鋼製防護壁）

②一般工事での対応 評価（①,②比較結果）
工事における対応（概要）

配合試験において試験データにば 保守的な強度（平均一標準偏差）を採用 試験結果（平均値）の強度 品質（強度）を確保する
らつきがあり，改良効果が適切に し，これを用いて改良効果の相関を整理 を採用し，これを用いて改 ため，試験データのばら

配合設計 評価できない。 良効果の相関を整理 つきを考慮し，安全側に
低めの強度を採用

ボーリングの孔曲がりの影響が大 ボーリングの削孔誤差（実績）を考慮し， 改良深度は20m程度のため， 改良深度が深いため，一
きく薬液注入位置が計画位置から 改良範囲を広めに計画する（配孔は改良 ボーリングの配置に削孔精 般工事に比べ，品質（改
ずれる。 範囲端部に施工誤差を考慮した配置を採 度は考慮していない 良範囲）を確保するため，

施工設計
用）。 施工に余裕を付加

長期間施工状態を放置することで 常時30台以上の注入ポンプを現場に配備 施工時に必ずしも代替機を 作業の中断による品質の
施工状況が変わり，当初計画通り し，そのうち2台を予備機として故障時 準備する計画とは限らない。 低下の可能性を低減する
の施工ができない。 の対応やメンテナンス時の代替機として

準備する計画を策定

地中での施工であり，施工結果が ボーリング孔数を改良土量5,000m3未満 ボーリング孔数については 地層区分ごとに検査数量
直接的に把握しにくい（地中連続 では3孔， 5,000炉以上では2,500m3増え 同左。 を増やす（一般工事の2
壁の不具合事象を踏まえ地中工事 るごとに1孔追加する。各孔で地層ごと 倍以上）ことで，施工結

品質確認
の信頼性確保が必要） に，改良層厚が6m以上の場合は3箇所， 各孔で改良層厚が6m以上の 果の信頼性が向上

6m未満の場合は概ね2mの間隔で試料採取 場合は上中下の3箇所， 6m
する。改良範囲・時期ごとに当該頻度を 未満の場合は改良層厚に応
適用する。 じて2m程度に1箇所で試料

採取する。
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答＜＜地盤改良（薬液注入） ≫
 

⑤既実施箇所の施工実績
► 参考として，既実施箇所の品質確認の実績を示す。
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事後調査結果は管理基準値を十分満足していることを確認した。
※試料数は対象土層の分布皇に応じ
て工法のマニュアルに従い計画

I/11 9 、『¥

地盤改良（薬液注入）事後調査（試料採取ボーリング平面図）
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地盤改良（薬液注入）事後調査（試料採取位置断面図）
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試料数※ 5 

平均値 7.8 mg/g 

標準偏差 2.0 mg/g 

調査結果は，全ての試料は合格
平均値は管理基準値の約1.5倍

As層

試料数※ 15 

平均値 16.8 mg/g 

標準偏差 4.0 mg/g 
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シリ←力含石薗増分通ぷiO咎（m筍gfl N 平均値は管理基準値の約2倍

シリカ含有量増分量確認結果

調査結果は，全ての試料は合格
平均値は管理基準値の約2倍

Ag1層

試料数※ 30 

平均値 14.8 mg/g 

標準偏差 5. 1 mg/g 
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ①審査会合コメント⑰回答 ＜＜まとめ＞＞

► 「土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン」 （国土交通省，

（国研）土木研究所）に示される不確実性によるリスク要因に基づき，地盤改良にお

ける改良品質の不確かさに関わるリスク事象を網羅的に洗い出した。

► 洗い出したリスク事象について，本工事のうち，地盤改良（薬液注入）への影響を確

認し対策の要否を検討した。対策が必要と判断したリスク事象について具体的な対策

を立案した。
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ②審査会合コメント⑱回答

審査会合 コメント

第1376回 1⑱ 1・罪唇翌戸サ靡贋贔念嘉質魯蟄嘉開垢ビ号芯七り昇謡9腐謂摩’る贋贄圧の作成方法，管理値の設定における標本数の妥当
I.地盤改良（薬液注入）の配合設計
【試験・検査方法の規格基準】

► 地盤改良（薬液注入）の配合設計は「浸透固化処理工法技術マニュアル 平成22年6月，財団法人 沿岸開発技術
センター」に準拠した。また，配合設計において実施した試験・検査方法等の詳細を以下に示す。

A．現地試料採取

B．供試体作製
（粒度調整含む）

C．供試体の改良
（浸透注入）

D．改良供試体の
各種試験・検査

E．薬液仕様の
決定

F．管理基準値の
決定

令 "“Z

試験・検査方法の準拠基準

試験・検査方法等 準拠基準

A．現地試料採取 JGS 1224-2012「ロータリー式スリーブ内蔵二重管サンプラー
による試料の採取方法」ほか

B．供試体作製（粒度調整含む） JGS 0520-2020「三軸試験の供試体作製・設置方法」
（粒度調整試料を用い，負圧法のうち空中落下法により作製）

C．供試体の改良（浸透注入） 浸透固化処理工法技術マニュアル 平成22年6月，財団法人
沿岸開発技術センター

D．改良供試体の 一軸圧縮試験 J IS A 1216 : 2020「土の一軸圧縮試験方法」
各種試験・検査

液状化強度試験 JGS 0541-2020「土の繰返し非排水三軸試験方法」
・繰返し三軸圧縮試験

液状化強度試験 JGS 0543-2020「土の変形特性を求めるための中空円筒供試体
・繰返し中空ねじりせ による繰返しねじりせん断試験方法」
ん断試験

シリカ含有量試験 浸透固化処理工法技術マニュアル 平成22年6月，財団法人
• ICP発光分光分析 沿岸開発技術センター

JIS K 0116:2014「発光分光分析通則」
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ②審査会合コメント⑱回答

II．地盤改良（薬液注入）の配合試験の標本数
► 地盤改良（薬液注入）の管理基準値の設定や使用する薬液の濃度の決定に際し，配合試験として液状化強度試験，
士の一軸圧縮試験及びシリカ含有量試験を実施した。各試験の標本数は下表の通り。

► なお，改良地盤が要求品質を満足していることの確認として使用する管理基準値は， 「試料採取時の試料の乱れに
よる悪影響」への対応として，浸透固化処理工法技術マニュアルに基づき，シリカ含有量増分量を採用した。

配合試験の標本数一覧

試験結果の整理方法及び標準標本数 標本数（実績：薬液濃度）

試験名
Ag2層 As層 Ag1層

試験結果の整理方法
標準

薬液濃度 薬液濃度 薬液濃度
標本数

4% 5% 8% 6% 8% 6% 8% 10% 

せん断応力比を変化させた試験を4個以上実施し，こ
液状化強度試験 れらの結果から液状化強度曲線を算定(JGS0541- 4以上 5 11 1 1 7 ， 8 6 7 

2020)※1 

土の一軸圧縮試験 3回の平均値(JISA1216:2020)※2 3 3 ， ， ， ， ， ， ， 
浸透固化処理工法技術マニュアルに標準標本数が示

シリカ含有量試験 されていないことから，液状化強度試験／一軸圧縮試 5 6 6 6 6 5 5 7 
験の標準標本数を超える標本数とする

【妥当性の確認】

✓ 液状化強度試験は規格基準で標本数4個以上，一軸圧縮試験は規格基準の標準標本数3個との規定に対し，それぞれ
規格以上の標本数を採取しており，標本数は妥当であると判断した。

✓ シリカ含有量増分量計測に用いる検体は，JGSの基準に従い相対密度を合わせた供試体を試験室にて改良していること
から，シリカ含有量増分量の結果のばらつきは小さい。マニュアルには標準標本数は定められていないが，信頼性を
高めるため一軸圧縮試験 (3標本），液状化強度試験 (4標本以上）の規格基準の標準を超える標本数で評価した。

令 99.. “,~ 

※1 : JGS 0541-2020 土の繰返し非排水三軸試験方法（公益社団法人地盤工学会，地盤材料試験の方法と解説第1回改訂版）
※2: JIS Al216-2020 土の一軸圧縮試験方法
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ②審査会合コメント⑱回答

皿管理基準値の設定
(1)要求品質（液状化強度比）の設定
► 地盤改良（薬液注入）は，地震による地盤の液状化防止を目的としており，設計上は想定する地震力に対して地盤
改良体が液状化しないこととしている。

► このため，地盤改良体の性能目標は，設計から得られた地震時の最大せん断応力比に対し，地盤改良体（薬液注
入）の液状化強度比が上回ることとする。
以下に最大せん断応力比及び要求品質（液状化強度比）の算定方法及び結果を示す。
①地震応答解析は2次元有効応力解析(FLIP)により実施する。地震応答解析は基本ケー
スである地盤ケース①について全波検討し，最も厳しかった地震動（Ss-31)に
ついてはすべての地盤ケースの計算を実施した。

地盤ケース ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

S 5-D 1 (H+V+~H-V-) 計4ケース 実施

S 5-1 1, 1 2, 1 3, 1 4 実施

S5-21, 22 実施

S 5-3 1 (H+V+, H-V+) 計2ケース 実施 実施 実施 実施 実施 実施

地盤改良（薬液注入）
既実施範囲

最大せん断応力比
出力位置

• :Ag 2層
● :As 層
o:Ag1層

地盤ケース①：原地盤のせん断波速度（基本ケース）
地盤ケース②：原地盤のせん断波速度のばらつきを考慮 (+la)
地盤ケース③：原地盤のせん断波速度のばらつきを考慮 (-la)
地盤ケース④：敷地に存在しない豊浦標準砂のせん断波速度
地盤ケース⑤：原地盤のせん断波速度（全地盤を非液状化）
地盤ケース⑥：原地盤のせん断波速度のばらつきを考慮 (+la) （全地盤を非液状化）

②①にて算出した地盤のせん断応力時刻歴データから，最大値を抽出し，
以下の式により最大せん断応力比Lmax算出する。
Lmax = r/a.加。，叫。＝ （外。＋ 26畑）／3
叫。：t==Oにおける平均有効主応力（初期平均有効主応力）
心，叫： t ==Oにおける鉛直，水平成分の有効主応力

③液状化安全率凡を1とし，要求品質（改良後の地盤の液状化強度比
RL20※)を設定する。 ※RL20 :繰返し回数20回で液状化に至る応力比

凡＝（CwX RL20)/Lmax = 1 (Cw司）．．．RL20~ Lmax 

2次元FLIP解析モデル

2次元FLIP解析による地盤内の最大せん断応力比及び要求品質

2

1

 

Ag
-As-
Ag 

0. 62 (S s -3 1 (H-V+)①） 

0. 65 (S s -3 1 (H+V+)②） 

0. 58 (S s -3 1 (H+V+)⑥） 

左記(0.62)以上

左記(0.65)以上

左記(0.58)以上

令 ’’“Z 74 



3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ②審査会合コメント⑱回答

皿管理基準値の設定

(2)管理基準値の設定

► 既往の試験結果に追加した試験の結果を加え，液状化強度比とシリカ含有量増分量の相関を再設定した。

► この関係式を用いて前頁で設定した要求品質に対応する管理基準値を設定した。
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シリカ含有呈増分値(mg/g) シリカ含有最増分値(mg/g) シリカ含有量増分値(mg/g)

液状化強度比とシリカ含有量増分量の相関

要求品質と管理基準値

対象土層
要求品質 管理基準値
（液状化強度比） （シリカ含有量増分量）

Ag2層 0.62以上 5. 1 mg/g以上

As 層 0.65以上 8.0 mg/g以上

Ag1層 0.58以上 7.3 mg/g以上
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ②審査会合コメント⑱回答 《まとめ》

► 地盤改良（薬液注入）の品質管理について「浸透固化処理工法技術マニュアル 平成22年6月」に基

づき実施した材料試験（供試体の作製含む）や品質検査の方法を規格基準とともに整理した。

► 具体的には，同マニュアルに示される配合試験や品質管理で用いる材料試験は，地盤工学会基準JGS

（供試体の作製（三軸試験の供試体作製・設置方法），液状化強度試験（繰返し三軸圧縮試験，繰

返し中空ねじりせん断試験））及びJIS（土の一軸圧縮試験，シリカ含有量試験 (ICP発光分光分析

法））に従って実施する。

► 管理値の設定における標本数について，強度試験は規格基準以上の標本数を採取しており標本数は

妥当であると判断した。シリカ含有量増分量の検体は，JGSの基準に従い相対密度を合わせた供試体

を試験室にて改良していることから，シリカ含有量増分量の結果のばらつきは小さい。マニュアル

には標準標本数は定められていないが，信頼性を高めるため一軸圧縮試験 (3標本），液状化強度

試験 (4標本以上）の規格基準の標準を超える標本数で評価した。

令99ル,~ 76 



3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ③審査会合コメント⑨回答

審査会合 コメント

第1280回 ⑨ ●地盤改良を新たに実施する場合には改良土全体が所定の強度を有していることを確認するための品質管理方法について，
設工認で示す内容，使用前事業者検査で示す内容を整理すること。

I.設工認と使用前事業者検査の整理

► 設工認段階では，地盤改良の目的及び設計上の取扱いを明確にし，具体的な性能目標を設定する。
► 使用前事業者検査は，これらの性能目標が達成されていることを確認する検査である。
このため，適用する基準を明確にし，これらの基準に従い，検査項目等を定め，工事が計画通り実施されてい
ることを検査する。

工事の種類

地盤改良
（薬液注入）

目的 設計上の取扱い
設工認で設定する
性能目標

使用前事業者検査で用いる事項

讐醤悶詈は言塁I!墨貯闘昇讐1塁覧品瓢言悶儡靡：己塩胃嘉言猛喜□目
状化を防止する。 地震力に対して液 体（薬液注入）の液状化強度比 ・性能目標を確認するための指標

状化しない。 (RL20)が上回ること ・性能目標を確認するための方法
・性能目標を確認する頻度

地盤改良 地盤の液状化の防止及び津鋼製防護壁基礎か設計に用いた強度及び剛性を上
（セメント系） I波波力に対する基礎の変形ら受ける荷重に対l回ること

・改良範囲

の抑制のため，地盤の強し，必要な地盤反
度・剛性を向上させる。 力を発揮する。

令 99ルZ

ー次頁以降に以下を示す。
（設工認）性能目標を達成する具体的な要求品質・設計強度
（使用前事業者検査）検査で用いる具体的事項
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ③審査会合コメント⑨回答

II．地盤改良（薬液注入）の要求品質及び検査の方法

【設工認】 性能目標を達成する具体的な要求品質及び管理基準値は以下の通り。

性能目標 要求品質（液状化強度比） P74参照 管理基準値（シリカ含有量増分量）

設計から得られた地震時の最大せん断応力 Ag2層： 0.62以上 Ag2層： 5.1 mg/g以上
比に対し，地盤改良体（薬液注入）の液状 As 層： 0.65以上 As 層： 8.0mg/g以上
化強度比(RL20)が上回る。 Ag1層： 0.58以上 Ag1層： 7.3mg/g以上

【使用前事業者検査】 適用する基準類，検査項目・時期及び頻度・方法等は以下の通り。

工法 適用する基準・指針名

①浸透固化処理工法技術マニュア

薬液注
ル 平成22年6月，財団法人
沿岸開発技術センター

入工法
②急速浸透注入工法超多点注入

（浸透注
工法技術マニュアル平成24年

入工法）
2月，地盤注入開発機構恒久グ
ラウト•本設注入協会

令 99.. “Z7 

検査項目 I検査時期 頻度及び方法等

改良範囲

シリカ
含有量
増分量

施工後 1改良範囲は，施工配置図をもとに削孔位置，削孔長・削孔角度等が計画
通りであることにより確認する（②参照）。

施工後

要求品質の液状化強度比に相当するシリカ含有量増分量を確認する。
【確認頻度】 （①を参考に保守的に設定）
ボーリング孔数：
・改良土量5,000 m3未満では3孔
• 5, 000而以上では2,500 m3増えるごとに1孔追加
各孔での試料採取箇所数：
・地層ごとに改良層厚が6m以上の場合は3箇所
• 6m未満の場合は概ね2mの間隔で採取
改良範囲・時期ごとに上記頻度を適用する。
【試験方法】 （①参照）
シリカ含有量試験
【管理基準値：シリカ含有量増分量り※要求品質（液状化強度比）と
Ag2層： 5.1 mg/g以上 相関を持ち，要求品質の達成
As 層： 8.0mg/g以上 を間接的に確認できる指標

Ag1層： 7.3mg/g以上

注記：表中の①，②は参照する基準・指針を示す。
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3.施工計画及び品質管理方法

(2)地盤改良の品質管理方法 ③審査会合コメント⑨回答

皿地盤改良（セメント系：掘削・置換工法）の要求品質及び検査の方法

【設工認】 性能目標を達成する具体的な設計強度は以下の通り。

性能目標
設計に用いた強度
（管理基準値※1)

設計に用いた強度及び剛性を上回ること
一軸圧縮強度
1. 5 N/mm2 

※1 ：改良体の剛性は一軸圧縮強度に基づき解析用物性値が設定されて
いることから，強度及び剛性を確認するための間接的な指標とし
て設計に用いた「一軸圧縮強度」を管理基準値として採用する。

【使用前事業者検査】 適用する基準類，検査項目・確認時期及び頻度・方法等は以下の通り。

工法 I 適用する基準・指針名

流動化処理土
「掘削土再利用大口径柱列ソイルエ法設計・施工
マニュアル平成27年度版 CRM工法協会」

地盤改良の品質管理の方法について，設工認で示す内容及
び使用前事業者検査で示す内容を以下の通り整理した。

・設工認段階で説明する内容である地盤改良の設計上の取扱
い及び性能目標（要求品質，管理基準値等，設計に用いた
強度）を明確にした。
・使用前事業者検査の実施内容（適用する基準類，検査項
目・時期及び頻度・方法，管理基準値等）を明確にした。

令 99ルZ万

改良範囲 I施工後 I測量等により位置・寸法を確認する。

一軸圧縮 I施工後
試験

試験結果の平均値が性能目標の一軸
圧縮強度以上であることを確認する。

【確認頻度】
製造日ごとに1回※2

【試験方法】
土の一軸圧縮試験※3

【管理基準値：一軸圧縮強度】
1. 5 N/mm2 

※2:3個の供試体の平均
※3: JIS A 1216: 2020：土の一軸圧縮試験方法
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【参考1】地盤改良（薬液注入）の配合試験の試料（粒度調整試料）の代表性

► 配合試験の試料について，液状化強度特性の評価や対象とする地盤の薬液注入状況の再現が適切にできるよう，以下
の各項目を確認する。 （以下， Ag2層の例）

配合試験の試料の採取場所

ニ し］→←i←ょー← ーーー ぷ 麟験の言 (5孔十6孔）

口 □戸三，＇］：ユーニーコ J --山------―言= :¢ F 99 I ：言でl--、: B 

鳳`：a（□口 しヽ:ベニロ訓
土只紐査SE-1 , • 4. 戸~t~区• 土只調釦NE-1 試料採取N-1.2 

9 Y '・・ q` _． ．f二号 ， しヽ↓
＇＼ し—-----9 , ---------------」

土質穎交SE-2/ ＼試料採取E-1
南No.I

—· • --,, -―、―・し―".-,

、三よ上、：臼ダ'

配合試験の試料は，地盤改良（薬液注入）を計画した範囲を含む近
傍エリアで網羅的に原地盤から採取した。
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配合試験の試料の粒径加積曲線

細粒分！
◄---I 

| 、“
I、11

g 
• 9 9,  1 

io.1 
！ 粒径(mm)

0. 005 0. Q75 0. 250 0. 850 2 4. 75 19 

粘 土 I シルト 1細砂 I悶：少 1粗砂 1細礫 I 中： I 粗礫 I

・配合試験用採取試料の粒度分布は，計画範囲近傍の既往地盤調査孔
の粒度分布の範囲に位置している。
・土層ごとに混合した試料は，配合試験で実施する各種試験の規格に
合わせて粒度調整 (Ag2層は粒径2mm以上（礫）を除外）した。
粒度調整試料の粒径加積曲線は，礫分を除外したため，元の粒度分
布より左に位置するが，計画範囲近傍の既往地盤調査孔の粒度分布
の範囲に位置している。
・液状化強度を増加させる細粒分の含有率は10％程度以下であり，細
粒分による液状化強度増加は見込めない※。

0.01 

一 計画範囲近傍地盤調査孔
--— 配合試験用採取試料（各孔）

一 粒度調整試料

10 100 

計画範囲を含む現地で網羅的に試料を採取 配合試験に用いる粒度調整試料の粒径加積曲線は
計画地点の土質を表すものと言える

配合試験に用いる粒度調整試料は，計画地点周辺の粒度分布内に位置しており代表性を有している。

※道路橋示方書・同解説 V耐震設計編（平成14年3月，（初日本道路協会）
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【参考1】地盤改良（薬液注入）の配合試験の試料（粒度調整試料）の保守性

液状化特性（液状化しやすいか） 薬液注入効果（薬液の浸透性）
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＿ 既工認の液状化強度試験箇所
ー・ー 特に液状化の可能性ありの範囲

（粒度分布の勾配が急な土用）

----・ 特に液状化の可能性ありの範囲
（粒度分布の勾配が緩い土用）
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粒径 (mm)

既工認の液状化強度試験箇所＊の粒度分布（図中の赤線）と粒度調
整試料の粒径加積曲線は共に港湾基準約の「特に液状化の可能性あ
り」の範囲内にある。この範囲内にあるものは，粒度分布の勾配の
違いによる液状化の抵抗力の差異は見られない※2とされており，粒
度調整試料の液状化のしやすさは既工認のものと同等と評価する。

＊敷地内で液状化しやすいと評価した箇所

100 

90 

80 

粒度調整試料

液状化しやすい粒径加積曲線であることを確認

0.001 0.01 0.1 1 10 100 

粒径 (mm)

薬液の浸透性は，地盤の粒径加積曲線の勾配と相関性がある。粒
度分布の勾配が緩い（粒径がばらついている）ほど，大きな土粒子
の隙間に小さな土粒子が入り込み，間隙が小さく緻密な構造となる
ため、透水性は小さくなる幻（薬液が浸透しにくくなる）。
粒度調整試料の粒径加積曲線は，既工認の液状化強度試験箇所の
粒度分布の中で比較的緩い勾配を示しており，透水性が小さく薬液
が入りにくい粒度分布である。

薬液が入りにくい粒度分布であることを確認

配合試験に用いる粒度調整試料の粒径加積曲線は，以下の通り，粒度分布として保守性を有している。
．既工認の液状化強度試験箇所と同じく，液状化しやすい粒度分布である。
・薬液が入りにくい粒度分布であり，薬液注入効果として不利側である。

※1 ：港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成11年4月，（ネj-)日本港湾協会）
※2：石原研而土質動力学の基礎， P254,鹿島出版会，昭和51年
※3：森田悠紀雄，坪田邦治，西垣誠，小松満：粒度分布と間隙率を考慮した土の透水係数の推定方法，土と基礎，pp.5~7,2005. 6. 
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4.総括

・防潮堤（鋼製防護壁）で実施する地盤改良が，周辺の施設・設備へ与える影響を評価し，耐震評価に
影響を与えないことを確認した。

・不具合事象の原因を踏まえ，再発の可能性を検討し，今回の施工方法では同様の不具合が生じないこ
とを確認した。また，網羅的に洗い出したリスクに対して，試験施工やモックアップ試験を含む対策
を実施する。さらに，計画通り施工されていることを確認する方法と時期を整理し，現地での直接確
認その他の定量的な方法により，工程の進捗に応じた品質確認が可能であることを確認した。

今後，防潮堤（鋼製防護壁）の耐震設計・耐津波設計及び地中連続壁部の残置影響評価に

ついて説明する。
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5.今後の予定 (1/2) 

次回は， STEP4のうち本日未説明の耐震・耐津波評価結果，影響評価の結果について， STEP3で確認いただいた代表
ケースに加え，全解析ケースの結果について説明するとともに，これまでの説明分も含めてまとめた資料を提示する。

審査会合（第1309回）

STEP 1 

●構造変更案
の概要

► 構造変更案の概
要（追加基礎・
地盤改良の追
加）

► 今後の説明の流
れ

全 ”“zz

STEP 2 

●基本方針の設定※1
【耐震・耐津波評価】の基本方針

► 要求性能と設計評価方針

審査会合（第1329回）

► 検討モデル（鋼管杭，地盤改良，頂版鉄筋コンクリート，地盤バ
ネ，群杭の扱い等）

► 評価フロー，評価項目
► STEP3で示す耐震評価に係る構造成立性の評価方法

【影響評価】の基本方針
► 地中連続壁の残置影響に係る評価ロジック，評価条件，評価方針
及び保守性の整理

► 追加基礎・地盤改良による周辺施設への影響に係る評価項目，
評価方法，周辺施設の詳細情報

【施工性・検査】の基本方針
► 追加基礎・地盤改良の施工方法と設計への反映事項の整理
► 品質確保のための検査項目（品質管理目標）
► 地盤改良（薬液注入）の性能目標，物性値

●構造成立性の見通し
【耐津波評価】の結果※2
► 代表的な応力（断面力最大ケース）による各部の照査

審査会合（第1360回及び第1376回）

STEP 3 
●構造成立性
【耐震・耐津波評価】の結果
► 代表的な応力（断面力最大ケース）によ
る各部の照査

【影響評価】の結果
► 代表的な応力（断面力最大ケース）によ
る地中連続壁の残置影響評価

STEP 4 
●詳細検討結果 次回説明

【耐震・耐津波評価】の結果
► 全解析ケースLよる各部の照査

【影響評価】の結果
► 地中連続壁部の残置影響評価
► 追加基礎・地盤改良による周辺施設への
影響評価

【施工性・検査】の確認結果
► 地盤改良物性値（ばらつき，液状化強
度）に係る試験確認

※1 STEP2で設定した基本方針に基づき構造成立性の確認 (STEP2,3),詳細検討 (STEP4)を実施する。
※2 構造変更する基礎に対して，最も厳しい荷重条件である耐津波時（重畳時）を代表ケースとして見通しを確認する。
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5.今後の予定 (2/2)

STEP1 

l 
構造変更案の概要

今後の説明の流れ

STEP2 
【耐震・耐津波評価】の基本方針

要求性能と設計評価方針

検討モデル

基 評価フロー，評価項目
本 STEP3で示す耐震評価に係る構造成立性の評価方法
方
【影響評価】の基本方針

針
地中連続壁の残置影響に係る評価ロジック，評価条件，評価方針及び保守性の整理

の
設 追加基礎・地盤改良による周辺施設への影響に係る評価項目，評価方法，周辺施設の詳細情報

定 【施工性・検査】の基本方針

l 
追加基礎・地盤改良の施工方法と設計への反映事項の整理

| 品質確保のための検査項目（品質管理目標）

地盤改良（薬液注入）の性能目標，物性値

見立構 【耐津波評価】の結果
通性造
しの成 代表的な応力（断面力最大ケース）による各部の照査

STEP3 
構 , 【耐震・耐津波評価】の結果

造
| 代表的な耐力（断面力最大ケース）による各部の照査

成
立 ： 【影響評価】の結果
性 ＇ 代表的な耐力（断面力最大ケース）による地中連続壁の残置影響評価

STEP4 
【耐震・耐津波評価】の結果

詳 全解析ケースによる各部の照査
細
【影響評価】の結果

検
地中連続壁部の残置影響評価

討

結 追加基礎，地盤改良による周辺施設への影響評価

果 【施工性・検査】の確認結果

地盤改良物性値（ばらつき，液状化強度）に係る試験確認

令”“,~

●：説明実施

第1309回 第1329回

2024.12.24 2025.3.25 ． ． ． ． 
． 

I ． 
＇ ． l 

| ． 
＇ 
＇ 

◎：説明実施予定

第1360回 第1376回

2025.9.25 2025.12.11 ． ． ． ． 

． ●' ． 

今回

2026.4.23 

． ． 

：今回説明

：説明実施

次回

◎ 

◎ 
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